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（５） 公共事業予算の概要（６月補正後） （単位：千円）

２ ７ 年 度 （ ６ 月 補 正 後 ） ２ ８ 年 度
区分

予 算 額 う ち 県 費 予 算 額 う ち 県 費 予 算 額 う ち 県 費 予 算 額 う ち 県 費 予算額 うち県費 予算額 うち県費 予算額 うち県費 予算額 うち県費

（１）国補公共事業 12,075,884 887,363 12,734,659 924,030 9,744,540 649,823 13,082,343 697,701 80.7 73.2 76.5 70.3 108.3 78.6 102.7 75.5

耕地関係 6,487,454 273,107 6,893,976 273,107 4,598,040 235,196 7,663,516 235,196 70.9 86.1 66.7 86.1 118.1 86.1 111.2 86.1

かんがい排水事業 1,528,840 62,445 1,528,840 62,445 1,177,829 57,394 1,823,079 57,394 77.0 91.9 77.0 91.9 119.2 91.9 119.2 91.9

農道整備事業 316,128 10,814 372,612 10,814 314,950 11,250 314,950 11,250 99.6 104.0 84.5 104.0 99.6 104.0 84.5 104.0

担い手育成基盤整備事業（旧：ほ場整備事業） 1,750,707 54,110 1,988,427 54,110 939,730 30,073 3,137,416 30,073 53.7 55.6 47.3 55.6 179.2 55.6 157.8 55.6

環境整備事業 1,484,176 75,126 1,520,676 75,126 908,482 56,892 908,482 56,892 61.2 75.7 59.7 75.7 61.2 75.7 59.7 75.7

農地防災事業 1,345,060 43,808 1,420,878 43,808 1,190,668 51,138 1,413,208 51,138 88.5 116.7 83.8 116.7 105.1 116.7 99.5 116.7

施設管理事業 62,543 26,804 62,543 26,804 66,381 28,449 66,381 28,449 106.1 106.1 106.1 106.1 106.1 106.1 106.1 106.1

森林・林業関係 2,903,339 306,215 3,155,592 342,882 2,745,104 283,684 3,017,431 331,562 94.5 92.6 87.0 82.7 103.9 108.3 95.6 96.7

森林整備事業 477,611 155,911 624,278 192,578 439,044 142,294 621,371 190,172 91.9 91.3 70.3 73.9 130.1 122.0 99.5 98.8

林道事業 575,575 44,515 575,575 44,515 467,931 39,761 467,931 39,761 81.3 89.3 81.3 89.3 81.3 89.3 81.3 89.3

治山事業 1,850,153 105,789 1,955,739 105,789 1,838,129 101,629 1,928,129 101,629 99.4 96.1 94.0 96.1 104.2 96.1 98.6 96.1

水産関係 2,685,091 308,041 2,685,091 308,041 2,401,396 130,943 2,401,396 130,943 89.4 42.5 89.4 42.5 89.4 42.5 89.4 42.5

水産物供給基盤整備事業 1,169,075 120,925 1,169,075 120,925 1,060,540 36,795 1,060,540 36,795 90.7 30.4 90.7 30.4 90.7 30.4 90.7 30.4

漁港海岸保全事業 433,524 120,724 433,524 120,724 233,748 16,148 233,748 16,148 53.9 13.4 53.9 13.4 53.9 13.4 53.9 13.4

水産資源環境整備事業 873,042 58,942 873,042 58,942 1,032,508 74,650 1,032,508 74,650 118.3 126.6 118.3 126.6 118.3 126.6 118.3 126.6

漁港関連道路整備事業 209,450 7,450 209,450 7,450 74,600 3,350 74,600 3,350 35.6 45.0 35.6 45.0 35.6 45.0 35.6 45.0

（２）県単公共事業 2,434,821 815,821 2,434,821 815,821 1,892,080 481,080 1,892,080 481,080 77.7 59.0 77.7 59.0 77.7 59.0 77.7 59.0

耕地関係 340,148 340,148 340,148 340,148 158,419 158,419 158,419 158,419 46.6 46.6 46.6 46.6 46.6 46.6 46.6 46.6

県単土地基盤整備事業 166,314 166,314 166,314 166,314 105,527 105,527 105,527 105,527 63.5 63.5 63.5 63.5 63.5 63.5 63.5 63.5

国営等関連特別県単事業 8,050 8,050 8,050 8,050 3,000 3,000 3,000 3,000 37.3 37.3 37.3 37.3 37.3 37.3 37.3 37.3

県単耕地施設管理事業 8,100 8,100 8,100 8,100 7,000 7,000 7,000 7,000 86.4 86.4 86.4 86.4 86.4 86.4 86.4 86.4

県単基幹水利施設緊急調査・補修事業 15,546 15,546 15,546 15,546 5,885 5,885 5,885 5,885 37.9 37.9 37.9 37.9 37.9 37.9 37.9 37.9

団体営農業集落排水整備支援事業 131,872 131,872 131,872 131,872 30,884 30,884 30,884 30,884 23.4 23.4 23.4 23.4 23.4 23.4 23.4 23.4

農業・農村における生物多様性保全対策事業 1,350 1,350 1,350 1,350 418 418 418 418 31.0 31.0 31.0 31.0 31.0 31.0 31.0 31.0

田んぼの生きもの復活プロジェクト推進事業 265 265 265 265 82 82 82 82 30.9 30.9 30.9 30.9 30.9 30.9 30.9 30.9

県単土地改良施設整備事業 8,651 8,651 8,651 8,651 5,623 5,623 5,623 5,623 65.0 65.0 65.0 65.0 65.0 65.0 65.0 65.0

森林・林業関係 1,953,122 344,122 1,953,122 344,122 1,571,869 167,869 1,571,869 167,869 80.5 48.8 80.5 48.8 80.5 48.8 80.5 48.8

県単森林環境創造事業 97,857 67,857 97,857 67,857 64,485 34,485 64,485 34,485 65.9 50.8 65.9 50.8 65.9 50.8 65.9 50.8

県単造林事業 44,892 44,892 44,892 44,892 38,665 38,665 38,665 38,665 86.1 86.1 86.1 86.1 86.1 86.1 86.1 86.1

森林再生による野生鳥獣の生息環境創出事業 26,125 26,125 26,125 26,125 0 0 0 0 皆減 皆減 皆減 皆減 皆減 皆減 皆減 皆減

県単林道事業 24,570 15,570 24,570 15,570 18,043 9,043 18,043 9,043 73.4 58.1 73.4 58.1 73.4 58.1 73.4 58.1

県単林道復旧事業 10,100 10,100 10,100 10,100 0 0 0 0 皆減 皆減 皆減 皆減 皆減 皆減 皆減 皆減

県単治山事業 1,231,148 114,148 1,231,148 114,148 621,401 52,401 621,401 52,401 50.5 45.9 50.5 45.9 50.5 45.9 50.5 45.9

県単治山施設強化事業 0 0 0 0 16,975 16,975 16,975 16,975 皆増 皆増 皆増 皆増 皆増 皆増 皆増 皆増

治山施設県単災害復旧事業 37,797 37,797 37,797 37,797 0 0 0 0 皆減 皆減 皆減 皆減 皆減 皆減 皆減 皆減

県単山地災害危険地対策事業 460,741 7,741 460,741 7,741 812,300 16,300 812,300 16,300 176.3 210.6 176.3 210.6 176.3 210.6 176.3 210.6

県単林道長寿命化促進事業 19,892 19,892 19,892 19,892 0 0 0 0 皆減 皆減 皆減 皆減 皆減 皆減 皆減 皆減

水産関係 141,551 131,551 141,551 131,551 161,792 154,792 161,792 154,792 114.3 117.7 114.3 117.7 114.3 117.7 114.3 117.7

県単漁港改良事業 62,400 52,400 62,400 52,400 76,137 69,137 76,137 69,137 122.0 131.9 122.0 131.9 122.0 131.9 122.0 131.9

漁港・海岸維持修繕事業 29,100 29,100 29,100 29,100 42,451 42,451 42,451 42,451 145.9 145.9 145.9 145.9 145.9 145.9 145.9 145.9

県単漁港環境整備事業 11,000 11,000 11,000 11,000 11,200 11,200 11,200 11,200 101.8 101.8 101.8 101.8 101.8 101.8 101.8 101.8

県単沿岸漁場整備事業 30,751 30,751 30,751 30,751 24,604 24,604 24,604 24,604 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0

漁業集落排水整備支援事業 8,300 8,300 8,300 8,300 7,400 7,400 7,400 7,400 89.2 89.2 89.2 89.2 89.2 89.2 89.2 89.2

公共事業合計（１）＋（２） 14,510,705 1,703,184 15,169,480 1,739,851 11,636,620 1,130,903 14,974,423 1,178,781 80.2 66.4 76.7 65.0 103.2 69.2 98.7 67.8

※ 国直轄事業、受託事業、災害復旧事業を除く。
※ 県費には、行政改革推進債、財政調整基金を含みます。

対前年度比（％） H28当初 対前年度比（％） H28年14ヶ月予算

当 初 14ヶ月予算（H26.2補正+H27当初） 当 初 14ヶ月予算（H27.2補正+H28当初） 当初予算比 14ヶ月予算比 当初予算比 14ヶ月予算比
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－
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５ 政策展開の基本的な考え方 
県内の農林水産業や農山漁村を取り巻く状況は、担い手の不足や生産物価格の低迷、

グローバル化の進展、野生鳥獣による被害など、依然として厳しい状況に置かれてお

り、農林水産物の供給力をはじめ、農林水産業・農山漁村の活力の低下が危惧されて

います。 

一方で、少子・高齢化やライフスタイル等の変化に加え、食の安全・安心に対する

強い関心などを背景に、消費者や食品事業者等のニーズが多様化しています。 

こうした情勢に的確に対応するためには、引き続き、農林水産業者の収益力の向上

を図り、「もうかる農林水産業」の実現につなげることが重要です。 

また、国においては、「農林水産業・地域の活力創造プラン」に基づき実施してい

る取組に加えて、ＴＰＰ関連政策大綱に基づく体質強化対策や輸出促進・経営力向上

など「攻めの農林水産業」の取組、地方創生の本格展開を進めており、県においても、

地域の実情や特性を踏まえ、的確に対応していく必要があります。 

さらに、南海トラフ地震や激化する豪雨など自然災害への脅威が高まるとともに、

農林水産業施設の老朽化が進んでいることから、県民の皆さんの命や暮らしを守る地

域防災力の強化が求められています。 

こうした認識のもと、「みえ県民力ビジョン・第２次行動計画」、「三重県まち・

ひと・しごと創生総合戦略」の目標達成に向けて、着実に取り組みます。 

 

（１）「もうかる農林水産業」の実現に向けて 

「もうかる農林水産業」の実現をめざして、引き続き、生産体制・生産基盤の整

備や農山漁村の振興、多様な担い手の確保・育成、新商品の開発・国内外への販路

開拓の支援などに取り組みます。また、国の補正予算等を有効に活用し、競争力強

化に向け、必要な対策（ＴＰＰ対策等）を的確に実施します。 

生産体制・生産基盤の整備については、農業では水田農業の経営基盤の強化や園

芸特産物及び畜産の生産振興対策、農業農村整備事業、獣害対策の強化などに取り

組むほか、林業では主伐の促進に向けた低コスト造林の推進、林内路網整備、多様

な主体による木材生産活動の促進などに、水産業では水産基盤の整備、干潟・藻場

の再生・保全などに取り組みます。 

農山漁村の振興については、三重の豊かな自然をまるごと生かした体験の促進、

農山漁村の魅力発信などに取り組みます。 

多様な担い手の確保・育成については、次代の農林水産業を担う人材の確保・育

成に取り組むほか、女性の活躍促進、福祉分野との連携、農地中間管理事業を活用

した担い手への農地集積などを進めます。 

新商品の開発、国内外への販路開拓への支援については、産学官連携によるみえ

フードイノベーション・プロジェクトや食のバリューチェーンの構築に継続して取

り組むほか、伊勢志摩サミットの開催を契機として、国内外における販路開拓を強

化していきます。 

 

（２）まち・ひと・しごとの創生に向けて 

平成２８年度は、人口の社会減に対応する重点的な取組として、「中山間地域・

南部地域のしごとづくり」、「若者・女性の活躍促進」、「農林水産物の輸出拡大、
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ポスト・サミットへの対応」をテーマに、農林水産業の振興施策を展開し、「まち

・ひと・しごとの創生」、ひいては、「もうかる農林水産業」の実現につなげます。 

 

（３）自然災害への緊急的な対応 

豪雨等による土砂災害や浸水被害の発生防止に向け、排水機や農業用ため池の整

備、治山対策、海岸・漁港施設等の機能強化などを計画的に進めます。 

また、ため池ハザードマップや農業版ＢＣＰの策定支援など、ソフト対策もあわ

せて実施し、県民の皆さんの命や暮らしを守る「基盤づくり」に取り組みます。 

 

 















 

 

 

 

第２ 課・班別事業概要 

 

 

 

          （標記方法について）事業名の前に記載した記号の凡例 

          新規事業・・・・・・・○新  

          一部新規事業・・・・・○一  
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1.農林水産総務課   企画調整班       TEL 059-224-２４７６ 

 総務班             ２５１１ 

 人材育成班           ２５１１ 

FAX 059-224-２５２１ 

         E-mail nosomu@pref.mie.jp 

 

 

農林水産施策に関する企画・立案や総合調整、情報収集・発信を行います。 

 また、部内の各課・各所が、担当する施策・業務を円滑に推進できるよう、組織・人事管理等を

一元的に行うとともに、県民の方々からの相談・問い合わせの窓口としての役割を果たします。あ

わせて、職員の人材育成、人権施策の推進、県出資法人等の改革支援等に取り組むほか、部内の危

機管理及び防災対策の総合的な調整を行います。 

 
 

企画調整班  

 

１ 農林水産業のイノベーションを支える人材育成と新たな価値の創出 

(1) 政策企画広報事業費                         2,565千円（H27：2,714千円） 

農林水産施策の円滑な推進を図るため、情報収集、企画広報等を行います。 

① 部の施策概要等の作成 

② 国家提言活動及び施策情報等の収集 

③ 企画広報関係会議の開催及び参加 

 
 

総務班 人材育成班  

 
１ 人権が尊重される社会づくり 

(1)  人権問題啓発推進事業費                    1,002千円（H27：1,115千円） 

    農林水産業関係団体の役職員等を対象に研修会を開催するなど、人権問題に関する啓発を

推進します。 

 

２ 農林水産業のイノベーションを支える人材育成と新たな価値の創出 

(1) 農政総務費                                    151千円（H27:200千円） 

    交際費                               151千円（H27：200千円） 
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2.農林水産財務課    経理班  TEL 059-224-２５０５ 

  予算班               ２５４８ 

      FAX 059-224-２５２１ 

   E-mail nozaimu@pref.mie.jp 

 

 

施策・事務事業を推進するための重要な経営資源である予算を適切に配分することで、効率的で

効果的な事業構築を図るとともに、経理・決算などの会計事務の適正な処理を通じて、円滑な施策

運営を支援します。 

 また、農林水産部が所管する公共事業の総括業務などを行います。 

  
 

経理班 予算班  

 
１  農林水産業のイノベーションを支える人材育成と新たな価値の創出 

(1) 農政総務費                  8,070,241千円（H27：8,003,469千円） 

      ① 一般管理事業費                   108,502千円（H27：118,986千円） 

農林水産部の運営にかかる経費 

 

２ その他 

  (1) 農政総務費                  8,070,241千円（H27：8,003,469千円） 

① 人件費                      7,961,588千円（H27：7,884,283千円） 

         農林水産部職員人件費 
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3.フードイノベーション課  
 イノベーション創出支援班 

TEL 059-224-２３９１ 

 県産品魅力アップ支援班 

               ２３９５ 
              FAX 059-224-２５２１ 

        E-mail f-innov@pref.mie.jp 
foods@pref.mie.jp  

 

 

県産品の競争力を強化できるよう、食にかかわる先端技術や新事業展開などの面でサポートでき

る産学官ネットワーク等による「みえフードイノベーション」を推進する中で、事業者の企業力や

商品の魅力を向上させるため、消費者の多様なニーズに的確に対応した付加価値の高い商品が提供

できる事業環境の整備や６次産業化等に携わる人材を育成します。 

 また、三重ブランドをはじめとする付加価値の高い県産品の認知度向上のための情報発信や、食

育・地産地消の推進により、食に関する県民の信頼の醸成を進めます。 

 さらに、伊勢志摩サミットのレガシーを最大限に活用し、本県の農林水産物の魅力発信や販路拡

大に取り組みます。 
 

イノベーション創出支援班  

 
 1 農林水産業のイノベーションを支える人材育成と新たな価値の創出  

(1)  みえフードイノベーション総合推進事業費〔59頁〕  123,320千円（H27：215,204千円） 

                                   

農林水産資源を活用して、産学官連携による新たな商品等を革新的に生み出す「み

えフードイノベーション」を推進するため、意欲ある事業者のネットワーク化、商品

開発プロジェクトの創出、人材育成、商品力強化等に総合的に取り組みます。また、

各研究所と事業者等との連携を促進することにより、商品化につながる技術の開発・

移転や生産体制の強化等を進めます。 

                           

○新  (2) みえの農林水産物の魅力総合発信事業費〔59頁〕    18,421千円（H27年度2月補正） 

      伊勢志摩サミットを契機として高まる県産農林水産物の認知度をさらに向上させる

ため、首都圏等における三重の食魅力発信やブランド力育成に取り組みます。 

 

(3) みえの獣肉等付加価値向上促進事業費         2,169千円（H27：5,692千円） 

「『みえジビエ』品質・衛生管理マニュアル」やマニュアルを遵守する事業者を県が

登録する「みえジビエ登録制度」の普及拡大に取り組むとともに、「みえジビエ」の衛

生確保のためのモニタリング検査等を実施します。 

 

○新 (4) みえジビエ拡大・活用事業費〔60頁〕                 10,947千円（H27年度2月補正） 

みえジビエの販路拡大に向け、登録事業者などによる「みえジビエ推進協議会（仮称）」

の設立や運営を支援するとともに、統一したブランドイメージによる首都圏等でのＰＲ

に取り組みます。また、「みえフードイノベーション・ネットワーク」を活用し、企業

と連携した「みえジビエ」商品の開発や販売促進に取り組みます。 

 

○新 (5) 農林水産ひとむすび塾事業費                             3,088千円（H27：－千円） 

事業者間のネットワークを基盤とした人材ネットワークを構築し、イノベーションの

創出をさらに拡大するために、生産、加工、流通、販売や研究などの分野で、新たなイ

ノベーションの創出に取り組む人材を対象に、課題解決型のワークショップなどによる

「農林水産ひとむすび塾」を実施します。 
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(6) 食のバリューチェーン構築に向けたビッグデータ分析人材育成事業費 

 6,298千円（H27：－千円） 

     農林水産事業者や 食に関する企業等の人材をデータサイエンティストとして育成し、

業務に必要なビッグデータを収集・分析して、人手不足となっている地方企業等の労働

生産性の向上や新たな価値の創出に生かすことができるようセミナーおよび養成講座な

どを開催します。 

 

県産品魅力アップ支援班  

１ 農林水産業のイノベーションを支える人材育成と新たな価値の創出 

 

(1) みえの食バリューチェーン構築事業費〔61頁〕      11,689千円（H27：25,008千円） 

      消費者ニーズに対応した付加価値の高い三重の食の提供を通じ、食に関わる産業の発

展につなげるため、生産から加工、流通、販売に至る事業者間の連携の強化・拡大を図

り、本県での食産業の集積を促すための事業環境整備とあわせ、ＩＣＴやビッグデータ

の活用に取り組みます。 

また、先進的な取組を行う国内外地域との連携を強化し、食産業のさらなる振興につ

なげます。 

 

(2) 戦略的ブランド化推進事業費〔60頁〕          2,704千円（H27：5,524千円） 

      特に優れた県産品とその事業者を三重ブランドとして評価・認定します。さらに、認

定審査の過程で、申請事業者の取組について、強みや弱み、課題などを明らかにし、フ

ィードバックすることで事業者の育成支援につなげます。 

 

(3)食で生みだす絆づくり・輪づくり推進事業費〔60頁〕    1,604千円（H27：3,022千円） 

県内農林水産物の旬のおいしさや機能性などの科学的根拠を消費者に分かりやすく

説明することで購買意欲を高め、地産地消による地域内流通を活発にするとともに、

第３次食育推進計画の策定や学校給食での県産食材の導入などにより、食育を推進し、

農林水産業への理解醸成に取り組みます。 

また、みえの安心食材や「みえの地物一番の日」キャンペーンに関する情報発信を

行うことで、食の絆（信頼）の醸成を進め、県民の県産品に対する満足度の向上に努

めます。 

    

 (4) 県産品のエキスパート人材の育成・確保事業費         6,830千円（H27：7,131千円） 

県産品の魅力を消費者に的確にＰＲし、消費者のニーズを生産者に伝達することで、

更に商品開発に結び付けられるエキスパートな人材の育成を図るため、訓練プログラム

の開発、販売店での研修などの雇用形訓練を実施します。 
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4.団体検査課    調整班    TEL 059-224-３３７９ 

  検査１班               ２５３１ 

  検査２班         ２３２０ 

         FAX 059-224-２６１８ 

      E-mail dankensa@pref.mie.jp 

 

 

 農林水産団体等の健全な経営を確保するため、法令に基づき農業協同組合、森林組合、水産業協

同組合、土地改良区等に対する検査を実施し、合法性、合理性および合目的性の観点から、各団体の

業務や会計の状況を検証します。 

 あわせて、指導担当部署と連携し、検査で指摘した事項の速やかな改善を進めます。 

 
 

 調整班 検査１・２班  

 

１  多様な農業経営体の確保・育成 

  林業・木材産業の担い手の育成 

水産業の担い手の確保・育成 

   

(1) 農林水産団体検査事業費                    2,398千円（H27：2,998千円） 

① 農業・林業・水産業団体等の検査 

農業協同組合、農業共済組合、森林組合、水産業協同組合、土地改良区等の業務およ

び会計の状況について、法令に基づき検査を実施します。 

② 検査担当職員を対象とする計画的な専門研修の実施や公認会計士の活用 
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5.担い手支援課  
  農業活性化推進班   TEL 059-224-２０１６ 

  経営体支援班          ２３５４ 

  担い手育成班            ２３５４ 

  農協班                   ２４３７ 

                     FAX 059-223-１１２０ 

            E-mail  ninaite@pref.mie.jp 

 

 
農業行政の企画および調整を行うとともに、地域の農業者をはじめ、さまざまな関係者の創意工夫を
生かした新たな価値の創出につながる取組を促進します。 
また、経営感覚に優れ、効率的かつ安定的な経営が可能な農業経営体や、次代を支える元気な

担い手の確保・育成を図るため、ＪＡグループ、農業委員会系統組織、（公財）三重県農林水産
支援センターなどの関係機関との連携を強化し、新規参入希望者に対する支援、経営規模拡大、
生産技術の向上、経営の高度化に取り組む農業者への支援等の施策を総合的に推進します。 

 

農業活性化推進班  

 

１ 多様な農業経営体の確保・育成 

 (1) 農業・農村再生検討調査事業費                  438千円（H27：668千円） 

県内の農業・農村が抱える様々な課題に対応するため、「三重県食を担う農業及び農村の

活性化に関する条例」に基づく基本計画の的確な進捗管理を行うとともに、農業・農村振興

施策に関する国等の動向など、必要な調査・検討を行います。 

 

(2) 地域活性化プラン推進事業費〔61頁〕                 3,938千円 （H27：7,344千円） 

地域の農業者をはじめさまざまな関係者の創意工夫のもと、農地、景観、文化、人材な

ど、地域資源を有効活用する取組へのスタートアップと実践を支援することで、農産物の

高付加価値化や地域の取組の発展、人材の確保・育成等の新たな価値創出につながる取組

を進める集落や産地等の育成を行います。 

   

 ○新  (3) 中山間地域農業を起点とした雇用創出プロジェクト事業費〔61頁〕 

24,700千円（H27年度 2月補正） 

中山間地域における「地域資源活用型の雇用の創出」および「農村生活サポートサービ

スの実践」に係るモデル地域において、中山間地域農業を起点とした雇用の創出などを図

るとともに、モデル地域以外での新たな就業機会の創出につながる基礎的な取組へのチャ

レンジを推進します。 

 

○新  (4) 若者農村移住チャレンジ応援事業費〔62頁〕          8,250千円（H27年度 2月補正） 

都市部の若者等の農村への移住を促進するため、「農業・農村資源の活用による農村で

の多様な働き方実践モデル」の創出や都市部の若者等へのＰＲ、支援体制の構築に向けた

ワークショップの開催等に取り組みます。 

 

 (5) 農山漁村新規ビジネス創出人材育成・確保事業費〔62頁〕15,531 千円(H27：12,130千円) 

農山漁村を活性化するため、新規ビジネスへの就業希望者と新規ビジネス展開に意欲的

な農業法人等を公募・マッチングし、農業法人等において実践的な訓練を実施することで、

地域資源を活用した新商品開発、販路の開拓、農家民宿やレストラン等の新規ビジネスを

創出する人材を育成し、地域への定着を図ります。 
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２ 農畜産技術の研究開発と移転 

(1) 農業試験研究管理費                 108,654千円（H27：111,286千円） 

① 農業試験研究管理費                101,357千円（H27：102,875千円） 

農業研究所の運営および施設や試験ほ場等の管理を適切に行います。 

② 植物工場実証パイロット事業費             7,297千円（H27：8,411千円） 
農業研究所内に整備した太陽光利用型植物工場において、県内生産額の多いトマト、イ

チゴについて、低コスト化、周年栽培の栽培実証を行うとともに、実証技術を普及・拡大
させるための人材を育成します。 

 

(2) 農業技術開発推進費                 154,656千円（H27：164,698千円） 

① 農業関係県単経常試験研究費              1,492千円（H27：1,504千円） 

県民の農業や食に対する多様な期待に応えるため、県内農業関係者から早急に解決を求め

られている課題や県内農業の生産性の向上や売れる商品の創出につながる研究を行います。 

② 農業受託研究事業費                    8,812千円（H27：11,001千円） 

民間企業等が開発している新しい農薬や肥料、機械、資材などについて、県内における効

果や適応性などの試験を行います。 

③ 農業技術高度化研究開発推進事業費〔62頁〕       144,352千円（H27：152,193千円） 

国等から交付される競争的研究資金を活用し、他の公設試験研究機関等と連携しながら、

県内農業の振興に生かすことができる高度な技術課題を解決するための研究開発に取り組

みます。 

 

(3) 農業研究施設機器整備費                  29,887千円（H27：34,148千円） 

農業研究所における緊急を要する施設・機器の修繕や必要な施設の整備を行います。 

 

(4) 畜産業試験研究管理費                  63,668千円（H27：64,504千円） 

畜産研究所の運営および施設や試験ほ場等の管理を適切に行います。 

 

 (5) 畜産業技術開発推進費                   44,081千円（H27：5,283千円） 

① 畜産関係県単経常試験研究費              37,791千円（H27：3,101千円） 

県民の畜産業や食に対する多様な期待に応えるため、県内畜産業関係者から早急に解決を

求められている課題や県内畜産業の生産性の向上や売れる商品の創出につながる研究を行

います。 

②  畜産業技術高度化研究開発推進事業費〔63頁〕      6,290千円（H27：2,182千円） 

国等から交付される競争的研究資金を活用し、他の公設試験研究機関等と連携しながら、

県内畜産業の振興に生かすことができる高度な技術課題を解決するための研究開発に取り

組みます。 

 

経営体支援班  

 
 
１ 多様な農業経営体の確保・育成 

(1) 地域農政推進対策事業費                  488,909千円（H27：609,995千円） 

意欲ある農業経営体が農業生産の相当部分を担うような農業構造を確立するため、担い手

育成対策を総合的に実施し、農業経営基盤の強化を図ります。 

① 農業経営基盤強化促進事業費〔63頁〕        131,991千円（H27：62,837千円） 

認定農業者等の育成・経営改善、農業経営の法人化、集落営農の組織化などの担い手育成

対策を総合的に実施するとともに、人・農地プランが策定された地域の中心経営体等に対し、

農業用機械・施設等の導入を支援します。 



 - 20 - 

② 農用地利用集積特別対策事業費〔63頁〕      356,918千円（H27：547,158千円） 

国の「人・農地問題解決加速化支援事業（人・農地プラン作成活動等）」や「機構集積協

力金交付事業」等を活用し、意欲ある農業者等への農用地の利用集積を促進するための活動

を展開します。 

 

 (2) 農林水産業版プラットフォーム整備事業費           167,200千円（H27：291,683千円） 

農林水産業への就業・参入から地域の担い手として発展するまでの各段階において、（公

財）三重県農林水産支援センターと連携し、就農相談、農地確保、技術習得等を一元的に支

援する体制を整備します。                 （関係班：担い手育成班） 

① 農地中間管理機構事業費〔64頁〕         121,826千円 （H27：249,653千円） 

「農地中間管理事業の推進に関する法律」に基づき、農地の中間受け皿となる農地中間管

理機構が行う、農地の賃貸借等を通じた農地利用の再配分を進めること等により、担い手へ

の農地集積・集約化等を促進します。 

② 新たな農地の受け手確保事業費             21,014千円（H27：18,093千円） 

担い手の少ない地域において、新規就農者や企業参入などの新規参入を促進するとともに、

集落営農の法人化に向けた支援を行います。 

③ 新農業人発掘・雇用拡大・定着促進事業費        24,360千円（H27：23,937千円） 

（公財）三重県農林水産支援センターを青年農業者等育成センターとして位置づけ、新規

就農者の確保・定着や雇用農業経営体の育成を図ります。 

                                （関係班：担い手育成班） 

  

(3) 農業委員会および農業委員会ネットワーク機構助成費   209,997千円（H27：161,361千円） 

農業委員会および三重県農業委員会ネットワーク機構における事業活動の強化と運営の

適正化を図るため、組織関係費および業務費等について助成します。 

① 農業委員会交付金および補助金           179,554千円（H27：130,564千円） 

② 農業委員会ネットワーク機構負担金および補助金    30,443千円（H27：30,797千円） 

 

 (4) みえの企業等の農業参入による地方創生モデル事業費〔64頁〕 

 10,050千円（H27年度2月補正） 

中山間地域等条件不利地への農業参入を促進するため、企業や農協出資型法人等が農

業への新規参入や規模拡大を行うにあたり、雇用創出や遊休農地の解消などに取り組む

場合、必要な初期投資経費を支援します。 

                                  （関係班：農協班） 

 

(5) 園芸産地における障がい者雇用の促進事業費〔64頁〕   7,148千円（H27：8,910千円） 

園芸産地における障がい者の雇用を促進するため、園芸農家等において障がい者の就

労体験を実施します。また、障がい者の就労適応を支援する人材として、農業ジョブト

レーナーのスキルアップを図り、登録・派遣する制度を整備することで、園芸産地で活

躍する障がい者を育成するためのプログラム作成をめざします。 

 

○新  (6)農業と福祉の新たな連携創出事業費〔64頁〕      2,465千円（H27年度2月補正） 

農業経営体による福祉事業所への作業委託などを促進するため、研修会や交流会等の

開催により、農業経営体の意識啓発と福祉事業所とのマッチングを進めるとともに、現

地実証を通じ支援マニュアルの整備に取り組みます。 
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担い手育成班  

 
 
１ 多様な農業経営体の確保・育成 

(1) 農業経営体育成普及事業費               46,040千円（H27：46,967千円） 

農業の多様な担い手の確保・育成のため、「もうかる」農業の実現につなげる高度で先

進的な技術の現地導入、経営体の６次産業化や経営管理能力向上などに向けた普及活動を

展開します。 

 

(2) 農業研修教育支援事業費                      51,494千円（H27：114,897千円） 

優れた農業後継者等を育成するため、農業大学校における実践的な教育を行います。 

 

① 農業大学校運営事業費                51,494千円（H27：114,897千円） 

農業大学校の教育活動および施設や実践ほ場の管理運営を行います。 

また、施設整備として、体育館の屋根改修工事の設計を行います。 

 

  (3) 青年農業者等確保育成対策事業費                   14,440千円（H27：17,712千円） 

  農家後継者や新規参入青年等の就農希望者が意欲と能力を持って就農できるよう支援体

制の整備を図り、円滑な就農を促進します。 

① 就農支援資金貸付金事業費              14,440千円（H27：17,712千円） 

青年農業者等育成センターが就農促進や就農研修資金の償還管理および償還免除事業等

を行うための助成を行います。 

 

(4) 新規就農者総合支援事業費〔65頁〕             254,581千円（H27：279,887千円） 

国の「新規就農・経営継承総合支援事業」を活用し、就農に向けた研修を受ける就農希

望者や就農５年目までの新規就農者に給付金を給付することで、青年の就農意欲の喚起と

就農後の定着を図ります。 

 

  (5) 就農施設等資金貸付事業等特別会計          198,583千円（H27：188,676千円） 

過去に貸し付けた農業改良資金と就農施設等資金の償還管理を行います。 

 

(6) 農業経営近代化資金融通事業費             72,170千円（H27：77,986千円） 

農業者等の資本装備の高度化と農業経営の近代化に資するため、系統農協、銀行等へ利

子補給を行い長期かつ低利資金の融通の円滑化を図ります。 

① 農業経営近代化資金 （融資枠２４．０億円） 

② 農業経営改善促進資金（融資枠２４．０億円） 

③ 天災資金      （融資枠 ０．４億円） 

 

(7) 農水金融推進事業費                         1,124千円（H27：1,131千円） 

公庫資金制度の普及・指導等を推進し、関係機関の連絡調整を行います。 

①  金融公庫受託事務費                1,124千円（H27：1,131千円） 

株式会社日本政策金融公庫資金の有効活用を推進するため、関係機関、団体との連携を

図ります。 

 

(8) 就農施設等資金貸付事業等特別会計繰出金           98千円（H27：98千円） 

就農施設等資金貸付金の償還管理および現地検査等に係る経費を一般会計から特別会

計に繰り出します。 
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(9) 就労体験を通じた農業就労の促進事業費〔65頁〕        4,269千円（H27：5,342千円） 

６次産業化などの新たなチャレンジや、雇用型法人として経営発展をめざす県内の意欲

ある農業経営体において、学生を従業員として受け入れる長期就労体験の取組を行うこと

で、学生が職業として農業が持つ魅力を体感・発見し、将来の農業への就労に向けたキャ

リア形成の円滑なスタートを促します。 

 

 (10) 農業経営の核となる人材の育成・確保事業費〔65頁〕    21,225千円（H27：14,645千円） 

農業関係団体等と連携して、経営感覚豊かな人材を育成する専門研修を実施するととも

に、大規模経営体や6次産業化に取り組む農業法人等において雇用型訓練を実施し、農業

経営の核となる人材の育成・確保を図ります。 

 

 (11) みえの輝く女性就農実現支援事業費〔66頁〕            6,044千円（H27年度2月補正） 

育児等で離職した女性の就農促進に向け、仕事と子育て等の両立ができる働き方の工夫

などに取り組む地域活動等を支援するとともに、農業法人等における育児期からの就労開

始プログラムの開発・実証を行います。 

 

○新  (12) 三重の農業若き匠の里プロジェクト推進事業費〔66頁〕 

7,653千円（H27年度2月補正） 

産学官連携による実行会議を設置し、新規就農者のキャリアアップや創業を促す支援ス

キームを検討するとともに、農業大学校の教育課程と連動した訓練・実習等の受入農業者

の研修環境を整備することで、産学官が連携した若き農業ビジネス人材を育成する仕組み

をパッケージとして構築します。 
 
 

農協班  

 
 
１ 多様な農業経営体の確保・育成 

(1)  農協・農業共済指導事業費                     750千円（H27：754千円） 

農業協同組合等の健全な運営確保および農業共済団体における農業災害補償制度の適切

な運営確保を通じて、地域農業の発展を支える組織として活動できるよう支援します。 
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6.農産物安全課  市場班        TEL 059-224-２４９７ 

環境農業班            ２５４３ 

食の安全・安心班         ３１５４ 

            FAX 059-223-１１２０ 

           E-mail noan@pref.mie.jp 

shokua@pref.mie.jp  

 

 

 安全で安心な生鮮食品等の流通を確保するため、卸売市場等の経営基盤強化を推進するとともに、

新しい防除技術の普及、病害虫の的確な防除対策、農薬等の適正使用管理、「みえの安全・安心農

業生産推進方針」の理解、普及を推進します。 

 また、「三重県食の安全・安心の確保に関する条例」等に基づき、食の安全・安心確保のための

事業の総合的な調整を行うほか、県民等への分かりやすい情報の提供に努め、多様な主体の相互理

解と連携を進めます。 

 

市場班  

 
１ 農業の振興 

(1) 卸売市場流通対策事業費               155,376千円（H27：137,724千円） 

県地方卸売市場を含めた県内卸売市場の活性化を図り、県内における生鮮食品等の合理

的・安定的な流通を推進します。 

 

(2) 地方卸売市場事業特別会計                174,661千円（H27：317,205千円） 

① 一般管理費                                    18,271千円（H27：19,615千円） 

    ア 一般運営事務費                               

      市場運営協議会および指定管理者選定委員会にかかる経費 

    イ  県有資産所在市町村交付金・消費税 

       松阪市への交付金および事業収入にかかる消費税の納付 

② 施設管理費                                 20,322千円（H27：195,794千円） 

        老朽化の激しい施設の大規模修繕、改修工事等を行います。 

        ア  市場施設維持管理費 

③ 公債費                                         136,068千円（H27：101,796千円） 

        市場施設整備のため借り入れた県債の償還を行います。 

          ア  県債償還金 

          イ  県債償還金利子 
 

環境農業班  

 
１ 食の安全・安心の確保                                               

(1) 農産物生産資材等監視事業費                   1,338千円（H27：1,375千円） 

生産段階における自主的な管理体制づくりの推進のため、農業生産資材の適正な流通並び

に使用の確保、農産物に含まれる有害物質の吸収抑制技術を活用したリスク低減対策等を進

めることにより、農産物の安全かつ安定的な供給を図ります。 

 

①  肥料監視・指導対策事業 

肥料取締法に基づき、肥料生産業者、販売業者に対する監視・指導を実施します。 
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②  農薬監視・指導対策事業 

農薬取締法に基づき、農薬の適正な販売の監視や使用の指導を実施します。  

③  有害物質対策事業 

カドミウム低吸収性イネを用いた有害物質抑制の試験を行うとともに、畑作物での有害

物質抑制対策について情報収集を行います。 

 

(2)  農作物等適正管理推進事業費               12,254千円（H27：30,403千円） 

病害虫の発生動向に即した適期的確な防除対策や新しい防除技術の普及の推進、堆肥など

の活用による土づくりを推進し、安全安心で環境にやさしい農業生産体制の構築を進めます。 

① 病害虫発生予察等総合推進事業 

    病害虫防除所において、病害虫の発生予察、防除指導などの植物防疫事業を実施します。 

② 土壌適正管理調査指導事業 

農地土壌の特性を把握するための調査等を実施します。 

 

２ 農林水産業のイノベーションの促進                                               

(1) 農業環境価値創出事業費〔66頁〕              19,460千円（H27:19,071千円） 

低炭素化農業および生物多様性保全を目指した営農活動を支援します。また、生産現場の

取組に対する県民の理解向上を進めるとともに、環境価値を高め、農産物の高付加価値化を

図ります。 

① 環境保全型農業直接支払い事業 

    地球温暖化防止、生物多様性保全に効果ある生産方法を取り入れる農業者に一定額を支

援します。 

② 環境価値農業生産確立事業 

地球温暖化防止、生物多様性保全に効果の高い新しい営農技術を推進し、環境価値を

セールスポイントとして活用できる営農技術体系を提示します。 
 
 

食の安全・安心班  

 
１ 食の安全・安心の確保 

(1) 食の安全・安心確保推進事業費                1,037千円（H27：1,724千円） 

     「食の安全・安心が確保された三重県」を実現するため、条例および基本方針に基づき、

消費者・事業者・行政の主体的な取組を推進するとともに、米トレーサビリティ法に係る監

視・指導を実施します。 

① 食の安全・安心確保推進事業 

食の安全・安心確保のための事業の総合調整や県民への情報提供等を行います。 

特に、米の産地偽装に係る事案の再発防止とともに、食の安全・安心の一層の確保と

消費者の食に対する信頼回復を図るため、関係機関等と連携を図り、監視指導体制等の

充実強化、事業者の法令遵守意識の向上などに取り組みます。 

 

② 米トレーサビリティ推進事業 

    米トレーサビリティ法に係る監視・指導を実施します。 

 

(2) 農産物検査適正実施推進事業費〔67頁〕               504千円（H27：－千円） 
    農産物検査法に基づき、地域登録検査機関の新規登録、登録更新等の事務および農

産物検査結果報告の受理や国への報告の事務等を行うとともに、適正な検査が行われ
るよう地域登録検査機関への監視指導を行い、農産物の公正かつ円滑な取引等に繋げ
ます。 
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7．農産園芸課    農産振興班    TEL 059-224-２５４７ 

  園芸特産振興班            ２８０８ 

                  FAX 059-223-１１２０ 

      E-mail nousan@pref.mei.jp 

 

  

 地域特性を活かしながら需要に応じた米、麦、大豆、野菜、果樹、茶、花き花木等の安定生産を

推進するとともに、消費者ニーズに対応した高品質化、低コスト化の推進や需要の拡大、企業連携

等の推進による生産振興対策に取り組みます。 

 

 農産振興班  

 
１ 農業の振興  

(1) 農産物の生産振興事業費                             184,917千円(H27:194,437千円） 

① 三重の水田農業構造改革総合対策事業費      

       水田農業の経営基盤を強化するため、経営所得安定対策を推進するほか、一等米比率向

上に向けた技術指導や需要に応じた麦・大豆の収量および品質確保、共同利用施設の整備

に向けた支援などに取り組みます。 

    ア 主要農作物種子対策費  

県において、優良種子の生産体制を確保するため、新規種子産地の育成、生産指導、

種子審査等を行うとともに、三重県米麦協会が行う種子の安定供給、需給対策等に要す

る経費等を負担します。 

      イ 原種及び奨励品種決定調査事業費                                 

稲、麦、大豆の奨励品種を決定するため、有望系統の品質、収量、耐病性等を検討す

るとともに、有望品種については現地適応性を検討することにより本県に適する品種選

定を行います。また、原種、原原種の生産を行います。 

       ウ 三重の米シェアアップ推進事業費   

      三重の米のシェア向上のため、県内の関係機関と連携し、県産米の情報発信、ＰＲ活

動を展開することにより、県産米の認知度向上を図ります。 

    エ 麦・大豆フードチェーン推進事業費 

県内需要の拡大と生産者の経営安定を図るため、実需者と消費者の連携強化、新たな

栽培技術の普及、新品種の導入などの生産対策により、需要に応じた麦・大豆の品質の

確保および生産性の向上を進めます。 

オ 三重県産米・麦・大豆生産総合対策事業費補助金 

米・麦・大豆の品質向上、生産の安定化等を推進するため、生産・品質管理システム

の構築、共同利用施設等の整備に必要な事業を実施する生産者団体等に助成します。 

カ 水田農業構造改革対策費   

経営所得安定対策制度や新たな米政策の推進のため、水田をフル活用した地域水田農

業の推進指導等を行います。 

       キ 直接支払推進事業費補助金 

経営所得安定対策制度の現場段階における事業推進や要件確認等に要する経費を市

町に対し助成します。 
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園芸特産振興班  

 
１ 農業の振興 

  (1)農産物の生産振興事業費                            157,401千円（H27：101,296千円） 

① 園芸特産物生産振興対策事業費            65,000千円(H27年度 2月補正) 

園芸特産物の生産振興と安定供給を図るため、生産指導や野菜価格安定対策、共同利用施

設の整備に向けた支援などに取り組むとともに、消費拡大に向けた情報発信を行います。また、

第70回全国お茶まつり三重大会の開催を支援します。 
ア 野菜生産振興対策  

野菜の安定的な生産出荷を図るための産地指導や栽培技術の情報交換を行うとともに、

指定野菜産地等において、野菜価格が低落した場合に価格差補給金を交付します。 

イ 果実生産振興対策  

果実の安定出荷や高品質生産に向けた産地指導や情報の受発信、現地講習などを行う

とともに、共同利用施設整備や果実需給調整に向けた取組を支援します。 

       ウ 伊勢茶産地活性化支援対策  

需要に応じた茶生産の仕組みを構築するため、生産体制の合理化を推進するとともに、

伊勢茶の品質向上・消費拡大を支援します。 

エ 全国お茶まつり三重大会開催支援 

  生産技術の向上やＰＲ等、三重県茶業の振興につながる全国お茶まつりの開催を支援し

ます。 

オ 花き花木普及拡大促進  

関連団体と連携し、花育の推進や県産花き花木の情報発信、花きの需要の拡大を支援し

ます。 

カ 果実の輸出や高級贈答品販売など高単価で新たな販売に取り組むため、果実が傷み
にくい撰果レーン、カラーカメラセンサーおよび脱気個包装機械を導入します。 

 

 (2) 輸出対応型産地育成支援事業費〔67頁〕          3,654千円（H27:11,246千円） 
園芸特産物の輸出を促進するため、果樹の海外マーケットでのプロモーション活動の展

開や輸出相手国の基準に適した茶の防除技術の開発、ＪＧＡＰの取得促進などに取り組
み、海外販路開拓に必要な環境整備を支援します。 

 

○新 (3) 首都圏と海外への伊勢茶ブランド展開推進事業費〔67頁〕    8,888千円（H27年度2月補正） 
伊勢志摩サミットの開催により世界的に注目されている好機を生かし、伊勢茶の知名度

向上を図るため、首都圏でのＰＲ活動や米国におけるマーケット調査およびプロモーショ
ン活動等を展開します。 
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8.畜産課    畜産振興班   TEL 059-224-２５４１ 

  畜産流通班             ２５１２ 

  家畜衛生班          ２５４４ 

             FAX 059-223-１１２０ 

     E-mail tikusan@pref.mie.jp  

 

  

畜産業の競争力強化に向け、畜産農家を核に関連事業者等が連携する高収益型畜産連携体を育成

するとともに、自給飼料の生産拡大や肥育素牛の県内生産体制の構築、県畜産物のブランド力向上

と国内外における販路拡大の促進等に取り組みます。 

また、安全・安心な畜産物を確保するため、家畜伝染病の発生予防およびまん延防止の強化に取

り組みます。 

 

 畜産振興班  

 

１ 農業の振興 

(1) 畜産物の生産振興事業費                   6,266千円（H27：47,447千円） 

① 中小家畜経営対策事業費               4,114千円（H27：45,188千円） 

畜産経営体の育成、体質強化、家畜・鶏の改良増殖および適正な家畜取引にかかる支

援を行い、畜産業の振興を図ります。また、養豚、養鶏の生産動向調査およびみえ特産鶏

の産地化を振興します。 

    ア 畜産経営技術高度化促進事業 

畜産経営の体質強化を図り、畜産の担い手を確保するため、畜産経営体支援指導推進

員会の開催、経営技術支援指導、研究会の開催、情報提供等を実施します。 

    イ 家畜改良増殖推進事業 

家畜の改良増殖計画の推進、家畜人工授精師免許の交付、種畜検査、養蜂振興法、家

畜商法および家畜取引法に基づき指導監督を行います。 

ウ 中小家畜対策事業  

豚肉、鶏肉、鶏卵の需給の安定を図るため、生産出荷動向を調査し、生産者並びに流

通関係者等に情報提供を行います。 

また、みえ特産鶏の産地化を推進するため、畜産研究所で種鶏の維持を行うとともに

地域で生産流通体制の構築を図ります。 

      エ 畜産関係中央団体委託事務 

独立行政法人農畜産業振興機構等の委託を受け、県は団体が行う各種事業等の円滑な

推進を図ります。 

  

② 大家畜生産振興対策事業費              2,152千円（H27:2,259千円） 

生乳の計画的生産による酪農経営の安定的な発展、銘柄牛の生産振興、肉用牛経営の安

定を図ります。自給飼料の生産性向上と県内産飼料稲・飼料用米の増産を推進します。 

    ア 酪農振興対策事業 

生乳乳製品の流通改善に取り組み、生乳の適正な取引価格を形成することにより、酪

農経営の安定的発展を図ります。 

    イ 肉用牛振興対策事業 

肉用牛生産の安定を図るため、子牛価格および肥育牛価格低落時に価格補填を行なう

肉用子牛生産者補給金制度や肉用牛肥育経営安定特別対策事業等、肉用牛関係対策事業

の円滑な推進に向けた団体等の指導を行います。 
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    ウ 自給飼料対策事業 

「三重県酪農・肉用牛生産近代化計画」の実現を図るため、関係機関の連携を進め、本

県に適した優良品種の選定、稲発酵粗飼料等の生産利用技術の確立を図ります。  

 

(2) 三重の畜産成長産業化促進事業費〔68貢〕        257,221千円（H27：119,235千円） 

本県畜産業の成長産業化を図るため、受精卵移植技術を用いた和牛子牛生産技術等の開

発と移転に取り組むとともに、畜産クラスターのシステム構築等を通じ、飼料用米など県

内産飼料の生産・利用拡大に取り組みます。 

① 酪農経営多角化推進事業 

② 未利用資源利活用による低コスト養豚経営確立事業 

③ 高付加価値畜産物生産クラスター構築事業 

 

○新  (3) 高収益型畜産連携体育成事業費〔68貢〕             2,894千円（H27年度2月補正） 

和牛肥育素牛の確保を進めるため、和牛繁殖基盤の強化を支援するとともに、畜産業の持

続的発展に向け、畜産経営体を核とし、耕種農家や関連事業者等が連携する高収益型畜産

連携体育成に取り組みます。 

 

○新  (4) 雇用力のある畜産経営体育成事業費〔68貢〕            3,114千円（H27:ー千円） 

需要に応じた畜産物の生産基盤の強化を図り、中山間地域における雇用の創出につなげる

ため、地鶏等に係る生産性向上やブランド力向上などに取り組みます。 

 

畜産流通班  

 
１ 農業の振興 

(1)  畜産物の生産振興事業費                                   

① 資源循環型畜産確立対策推進事業費                233千円（H27：276千円） 

       畜産経営による環境汚染の未然防止や解決を図るため、関係機関による現地指導や実態調

査を実施するとともに、家畜排せつ物等有機性資源の有効活用を進めるための情報提供な

どを行います。 

 

(2) 食肉センター流通対策事業費            111,028千円（H27：100,217千円） 

県内における食肉流通の安定化を推進するため、基幹食肉処理施設である四日市市食肉

センターと松阪食肉流通センターの経営安定のための支援を行います。 

① 市場機能強化対策事業費補助金 

食肉卸売市場を強化するため、集荷対策等市場強化対策に対し補助します。 

② 食肉処理施設再整備事業費補助金 

四日市市が実施した四日市市食肉センターの食肉処理施設再整備費の市債償還元金・利

子に対し補助します。 

③ 県産食肉安定供給施設支援事業費補助金 

松阪食肉流通センターの安定した運営を確保するため、施設維持管理対策等に対し補助

します。 

④ 県産肉用牛放射性物質検査等実施事業 

県民の食の安全・安心の確保と県産肉牛のブランドを守るため、出荷される県産肉牛の

放射性物質検査を実施する。 
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(3) 海外市場向け三重県産ブランド牛肉輸出モデル事業費〔68頁〕 

6,928千円（H27：21,403千円） 

米国への県産ブランド牛肉輸出の定着を図るため、米国内にコーディネーターを設置

し、入荷情報の発信等きめ細かなフォローアップを行います。 

 

○新  (4) 三重の畜産物海外輸出チャレンジ促進事業費〔69頁〕    4,400千円（H27年度2月補正） 

畜産物輸出への取組を促進するため、県内畜産関係者の輸出戦略づくりや海外市場開

拓のためのチャレンジを支援します。 

 

家畜衛生班  

 
１ 食の安全・安心の確保 

 (1) 家畜衛生防疫事業費                        60,322千円（H27：62,662千円） 

家畜伝染病の発生予防およびまん延防止と、飼料・動物用医薬品等の適正使用を推進する

ため、定期巡回や立入検査等による監視指導を強化します。また、家畜衛生技術の指導によ

り家畜の健康維持と生産性の向上を図ります。 

     ① 家畜伝染病予防事業費 

鳥インフルエンザ等家畜伝染病の発生予防、まん延防止のための検査を実施します。 

     ② 生産性向上対策事業費 

家畜の慢性疾病発生予防等の巡回指導により、畜産物の安全性確保を図ります。 

③ 薬事対策事業費 

法令に基づく販売店への立入検査等により、畜水産物の安全性確保を図ります。 

  ④ 飼料対策事業費 

法令に基づく販売店への立入検査等により、畜水産物の安全性確保を図ります。 

    ⑤ ＢＳＥ（牛海綿状脳症）検査緊急対策事業費 

 県内の４８ヶ月齢以上の死亡牛のＢＳＥ検査(計画数：300頭)を継続実施します。 

     ⑥ 家畜保健衛生所費 

県下５カ所の家畜保健衛生所の維持管理を行います。 

  

   (2) 家畜衛生管理能力アップ事業費〔69頁〕          4,194千円（H27：8,407千円） 

畜産農家にとって大きなリスクとなる疾病等の要因を低減させるため、農場ＨＡＣＣＰ認

証制度手法に基づく衛生管理体制を構築し、畜産経営の安定化と畜産物の安全・安心の確保

に努めます。 

     ① 農場ＨＡＣＣＰ認証農場育成支援事業 

農場におけるＨＡＣＣＰ手法の導入促進、制度の取得支援および人材育成を行います。 

    

 ○新  (3) 家畜衛生危機管理体制維持事業費              3,041千円（H27：－千円） 

高病原性鳥インフルエンザ等の発生に備えて、家畜保健衛生所における危機管理体制を

維持するため、設備・備品の整備およびメンテナンスを行います。 

 

○新  (4) 三重の畜産女性活躍促進事業費〔69頁〕          4,000千円（H27年度2月補正） 

畜産に関わる女性の経営管理能力や飼養管理能力、マーケティング等のスキルアップ

に資する研修会等を開催するとともに、畜産女性ネットワークの強化・連携を進めてい

くことで、女性の活躍を促進し、本県畜産業の成長産業化につなげます。 
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9.農業基盤整備課  農業基盤企画班 TEL 059-224-２５５６ 

農地防災班             ２６０４ 

国営調整水利班           ２５５４ 

            FAX 059-224-３１５３ 

       E-mail  nokiban@pref.mie.jp 

 

 

経営体の規模拡大と生産経費の低減を図るため、農業用水のパイプライン化、土地改良施設の長

寿命化など農業生産基盤の整備を推進するとともに、農地・農村の防災・保全等を計画的・効率的・

総合的に実施します。 
 
 

農業基盤企画班  
 
  農業農村整備事業にかかる企画および調整を行うとともに、三重県農業農村整備計画におけ

る主要施策の総合的かつ計画的な推進を図ります。 

 

農地防災班  

 
１ 高潮・津波対策の推進 

(1) 海岸保全施設整備事業費〔69頁〕                    149,100千円（H27：100,485千円） 

① 老朽化対策事業（内地）               54,600千円（H27：79,485千円） 

海岸保全区域内で、高潮、波浪、津波その他により被害が発生するおそれのある背後農

地を防護するため、海岸保全施設の新設、改修を行います。 

②  侵食対策事業（離島）                                 94,500千円（H27：21,000千円） 

海岸保全区域内で侵食対策として、機能低下した護岸の改修を行うことにより、堤防機

能の強化を図り資産を防護します。 

 

(2) 県単耕地施設管理事業費                   7,000千円（H27：8,100千円） 

① 海岸維持管理費                     3,097千円（H27：3,850千円） 

海岸保全区域の巡視を行うとともに、不法建築物の設置、堤防の加工等届け出行為の監

視と海岸施設の維持管理について関係市町長に委託します。 

② 海岸維持修繕費                     3,594千円（H27：3,941千円） 

地元ボランティア活動等との連携により清掃等海岸環境の保全を行うとともに、海岸保

全施設の損傷が小規模なものについて修繕等を行います。 

③ 地すべり維持管理費                     309千円（H27：309千円） 

指定された地すべり区域内の堰堤、排水施設、計測器等を巡回し、施設の維持管理を行

います。 

                       

(3) 県営海岸保全施設等災害復旧事業費                       85,710千円（H27：54,540千円） 

公共土木施設の災害を負担法により復旧します。 

 

（4）海岸漂着物等処理推進事業費                    8,820千円（H27:12,600千円） 

県が管理する海岸保全施設において、流木やゴミ等の海岸漂着物の回収・処理を実施し、

海岸の良好な景観および環境の保全を図ります。 
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２ 農山漁村の有する多面的機能の維持・発揮 

(1) 農業・農村における生物多様性保全対策事業費           500千円（H27：1,350千円） 

地域の生態系を調査し、生態系を保全する工法で事業を実施するとともに、事業の完了後に

も、生態系調査を行いその効果を検証することにより、農業・農村における生物多様性の保全

を図ります。 

 

３ 安全・安心な農村づくり 

(1) 県営ため池等整備事業費〔70頁〕                      254,250千円（H27：316,051千円） 

                                 71,200千円（H27年度2月補正） 

① 農業用河川工作物応急対策事業費           199,500千円（H27：219,451千円） 

河道の整備されている区間に設置された農業用河川工作物の構造が不適当、又は不十分

であるものについて、洪水や高潮による災害を未然に防止するため、整備補強等の改善措

置を講じます。 

② 用排水施設整備事業費                              12,750千円（H27：46,200千円） 

老朽化に伴い早急に整備を要する頭首工、揚水機場、水路等の用排水施設の改修を行い

ます。 

③ ため池等整備（一般型）事業費                       42,000千円（H27：50,400千円） 

71,200千円（H27年度2月補正） 

県内にある多数のため池の内、下流に人家があり大規模地震が発生し決壊した場合、人

家等に被害を及ぼすため池について耐震性向上の改修整備を行ない、県民の生命・財産を

守ります。 

 

(2) 団体営ため池等整備事業費                115,425千円（H27：87,220千円） 

① 用排水施設整備事業費                 12,250千円（H27：15,400千円） 

老朽化に伴い早急に整備を要する頭首工、揚排水機場、水路等の用排水施設の改修を行

います。 

② 調査計画事業費                     103,175千円（H27：71,820千円） 

整備計画を策定するための地域の諸条件の現状把握および概略設計を実施します。また、

県内にあるため池について、一斉点検を実施するとともに、破堤した際、人家等に被害が及

ぶ恐れのあるため池の耐震調査・ハザードマップ作成を実施する事で減災対策を行い、被害

を軽減するのに役立てます。 

 

(3) 基幹土地改良施設防災機能拡充保全事業費〔70頁〕      540,423千円（H27：624,265千円） 

                                                           119,100千円（H27年度2月補正） 

① 湛水防除事業費                     335,800千円（H27：199,332千円） 

119,100千円（H27年度2月補正） 

排水条件の悪化した地域の湛水被害を未然に防止する為、排水機・樋門・排水路等の新

設改修を行います。 

② 基幹水利施設緊急調査事業費             200,000千円（H27：5,758千円） 

耐用年数を過ぎた施設や老朽化した施設を対象に、機能回復に向けた必要な調査および

緊急的な補修を実施し、農業水利施設の保全を図ります。 

 

(4)農業用施設アスベスト対策事業費                  110,250千円（H27：109,200千円） 

                                                            32,240千円（H27年度2月補正） 

農業農村整備事業において使用された石綿を含有する製品を含有しない製品に代替する

ことで、農業者等の健康を害することを未然に防止し、農業経営の安定および維持を図りま

す。 
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(5)一般農道整備事業費（保全対策）              2,500千円（H27：15,750千円） 

農業の振興を図るべき地域において、農業生産の近代化、農業生産物等の流通機構の合

理化を図る目的で整備された農道について、将来にわたりその機能を確保するため、耐震調

査を実施します。 

 

(6)基幹農道整備事業費                                 2,450千円（H27：232,750千円） 

広域農道整備事業や基幹農道整備事業で整備された農道網の基幹となる農道の耐震調

査を実施します。 

 

(7)命と暮らしを守る農道保全対策事業費 〔70頁〕            297,950千円（H27：― 千円） 

災害時の緊急避難路および物資の輸送路を確保するため基幹となる農道について、老朽

化した路面や法面の保全対策、安全対策を実施します。 

 

(8)広域農道整備事業費                            12,050千円（H27：61,950千円） 

県の幹線道路である国、県道と接続する基幹的農道を整備することで、特に災害時の避

難路、連絡道路としての役割を担う必要がある農道を整備します。 

 

４ 農業生産基盤の整備・保全 

 (1)団体営災害耕地復旧事業費              1,367,789千円（H27：1,469,501千円） 

自然災害により被災した農地・農業用施設を早期に復旧するため、農林水産業施設災害

復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律による災害復旧事業を行います。 

 

(2)土地改良直轄調査受託事業費                            500千円（H27:700千円） 

農業生産基盤および農村環境整備等を円滑に推進するための、用排水・農地等に関する

国の直轄調査の一部を受託、実施します。 

 
 

国営調整水利班  

 

１ 農業生産基盤の整備・保全 

(1) 国営等事業負担金 

① 国営宮川用水第二期負担金償還金           716,559千円(H27：765,588千円） 

国営かんがい排水事業宮川用水第二期地区（平成７年度～平成24年度）に係る平成28年 

度の県負担金および地元負担金を償還します。 

② 国営農地開発事業負担金償還金            89,422千円(H27：90,100千円） 

ア 国営農地開発事業御浜地区（昭和50年度～平成3年度）に係る平成28年度の県負担金

および地元負担金を償還します。 

イ 担い手への農用地利用集積に積極的に取り組む土地改良事業地区の中で、土地改良負

担金の水準が一定以上の地区において、農家負担の軽減や土地改良事業の効果の高度化

を図るための諸活動を行う土地改良区に対し、全国土地改良事業団体連合会（全国土地

改良事業団体連合会から事務委託をうけた県土地連）が交付する助成金について、その

１／２を補助します。 

③ 国営かんがい排水事業中勢用水地区（国営施設機能保全事業）負担金 

                                                        70,691千円(H27：54,375千円) 

国営施設機能保全事業中勢用水地区（平成24年度着工）に係る平成28年度の県負担金を

負担します。 
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④ 三重用水事業負担金償還金・管理費             151,363千円(H27：149,681千円） 

水資源開発公団営三重用水事業（昭和39年度～平成4年度）に係る平成28年度の建設費の

県負担金および地元負担金を償還するとともに、（独）水資源機構が直接管理する施設の

管理費を負担します。 

⑤ 木曽川用水事業管理費負担金               77,042千円(H27：66,425千円) 

水資源開発公団営木曽川用水事業で建設された施設において、（独）水資源機構が直接

管理する施設の管理費を負担します。 

⑥ 木曽川用水施設緊急改築事業負担金償還金         28,405千円(H27：28,405千円) 

木曽川用水施設緊急改築事業（平成8年度～平成13年度）に係る平成28年度の県負担金を

償還します。 

⑦ 国営かんがい排水事業青蓮寺用水地区（国営施設応急対策事業）負担金 

                                71,546千円（H27：97,844千円） 

国営施設応急対策事業青蓮寺用水地区（平成26年度着工）に係る平成28年度の県負担金

を負担します。 

⑧ 国営かんがい排水事業宮川用水地区（国営施設応急対策事業）負担金 

                           26,738千円(H27： － 千円） 

国営施設応急対策事業宮川用水地区（平成28年度着工）に係る平成28年度の県負担金

を負担します。 

⑨ 国営等関連対策事業費                       1,291千円(H27：1,425千円） 

国営、公団営事業について、関係機関との綿密な連絡調整を行います。 

 

(2)  国営等関連特別県単事業費                        3,000千円（H27：8,050千円） 

国営、公団営事業の受益地内において、国の補助事業で対応できない末端用水路および

施設の整備を計画的に行い、事業全体の効果発現を図ります。 

 

(3)  国営造成施設県管理事業費                            19,114千円(H27：19,907千円) 

国営かんがい排水事業中勢用水地区により造成された安濃ダムの適正な管理を実施します。 

 

(4)  安濃ダム緊急施設整備事業費                         66,381千円(H27：62,543千円) 

国営中勢用水事業により造成された安濃ダム管理施設を改修し安全管理の維持向上を図

ります。 

 

(5)  高度水利機能確保基盤整備事業費〔70頁〕           930,442千円（H27：1,614,207千円） 

                              2,197,686千円（H27年度2月補正） 

農地の集積、大規模営農に取り組む意欲ある農業経営体の効果的な営農の実現に向け、

用水路のパイプライン化等、高度な水利機能の確保に向けた生産基盤の整備に計画的に取

り組みます。 

 

(6)  県営かんがい排水事業費〔70頁〕           656,311千円（H27：1,013,600千円） 

420,000千円（H27年度2月補正） 

県営かんがい排水事業費（一般型）                    

農業生産の基礎となる農業用水の確保、適期・適量供給および農地排水の改良を図るため、

水田、畑等における基幹的な農業水利施設の整備・更新を行います。 

 

(7)  団体営かんがい排水事業費                       32,986千円（H27：33,975千円） 

① 地域農業水利施設ストックマネジメント事業費       18,200千円（H27：26,975千円） 

団体営土地改良事業等により造成された農業水利施設について、不具合を生じる前に機
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能診断および保全対策工事を行い、ライフサイクルコストの低減と施設の安全性の向上を

図ります。 

② 農業水利施設保全合理化事業費（機能保全計画策定事業）  14,786千円（H27：－千円） 

農業用用排水の機能診断および保全計画の策定を図ります。 

 

(8)  畑地帯総合農地整備事業費                  9,288千円（H27：136,500千円） 

畑地帯総合整備事業費（担い手支援型）  

担い手の経営安定を図るため、畑作農業の担い手による経営面積が10％以上の地域におい

て効率的な基盤整備と生産環境基盤整備を総合的に実施します。 

 

(9)県単土地基盤整備事業費                   105,527千円（H27:166,314千円） 

① 重点的に実施を必要とする小団地の整備、他事業関連、農村環境の整備事業等小規模な

土地改良事業に対する補助を行います。 

② 土地改良施設整備補修事業に対する助成を行います。 

③ 集落機能の高度化を図るため、農道舗装、排水口整備などの集落営農に必要な基盤整 

備事業に対する補助を行います。 

 

(10) 土地改良推進事業費                                      1,795千円（H27:3,292千円） 

土地改良事業に関する苦情･紛争等の解決に対する助成を行います。 
また、基幹水利施設の適切な保全管理を行うため、施設管理者に対し、施設の計画的な点

検・整備を通じたリスク管理技術等について現地で指導等を行うことにより、施設管理者の技術

力向上、リスク管理技術等の習得を図ります。 

 

２ 安全・安心な農村づくり   

(1)  基幹農業水利施設ストックマネジメント事業費〔71頁〕 

                                                         488,532千円（H27：481,265千円） 

225,250千円（H27年度2月補正） 

① 基幹農業水利施設ストックマネジメント事業費      466,091千円（H27：468,755千円） 

225,250千円（H27年度2月補正） 

国営又は県営土地改良事業により造成されたダム、頭首工、機場、幹線水路等の基幹的

施設について緊急に必要な補強工事を行うことにより、施設の機能の維持および安全性の

確保を図ります。 

② 県単予防保全調査・補修事業費            22,441千円（H27：12,510千円） 

簡易的な機能診断および劣化防止対策工事を実施し、水利施設の保全を図ります。 

 

(2)  県単基幹水利施設緊急調査・補修事業費          5,885千円（H27：15,546千円） 

都市部などの人家が集中している箇所で、老朽化等により著しく機能が低下しているパイ

プライン等の農業用施設について、管の破裂などの事故を防止するために必要な調査を行う

とともに、事故発生時における補修等を緊急に行います。 

 

３ 農山漁村の有する多面的機能の維持・発揮 

(1)  県営水環境整備事業費                      105,000千円（H27：152,000千円） 

農村地域特有の緑豊かな自然環境を基盤とし、居住快適性の確保に配慮した農村地域

の整備や魅力ある農村景観の保全と改良等、農業水利施設を活用した快適環境の整備を

行います。 

 



 - 35 - 

10.農山漁村づくり課  農山漁村活性化班  TEL 059-224-２５１８ 

農地水保全班          ２５５１ 

農村環境づくり班       ２６０２ 

 

             FAX 059-224-３１５３ 

       E-mail  nozukuri@pref.mie.jp 

 

 

農山漁村と都市との交流や農山漁村のくらしの魅力発信、地域資源を活用した観光創出、自然

体験活動の促進などにより、地域の特性を生かした多様な雇用機会の創出に取り組みます。 

また、農業・農村が持つ多面的な機能の維持・発揮に向け、農地・農業用施設等の適切な保全

など、多様な主体の自主的な活動を持続的に発展させていく仕組みづくりに取り組むとともに、

地域の多様なニーズに応じた農業生産基盤や農村生活環境の整備を計画的・効率的・総合的に実

施します。 

 
 
 

農山漁村活性化班  
 
１ 人や産業が元気な農山漁村づくり 

  (1)三重まるごと自然体験促進事業費〔71頁〕       22,218 千円（H27:21,766千円） 

    豊かな自然を体験という形で生かし、国内外から人を呼び込み交流の拡大を図るため、自然体験

活動の実践者等に対し、人材の育成、新たな自然体験プログラムの開発を支援するとともに、誘客

イベントの開催、市町や活動団体、民間企業と連携した情報発信に取り組みます。 

 

 （2）地域資源活用型ビジネス展開事業費           3,876千円（H27:5,215千円） 

    農山漁村地域での雇用の場や所得機会の確保を図るため、都市との交流等により地域産品やサ

ービスを提供する地域資源活用型ビジネスに取り組む人材を育成します。 

 

 ○新  (3)農山漁村観光創出促進事業費〔71頁〕               9,731千円(H27:－千円) 

    農山漁村地域への誘客促進を図るため、周辺地域や既存の観光資源と連携した観光メニューを

創出できる人材を育成するとともに、地域観光をプロデュースする組織を支援します。 

 

 ○新  (4)移住促進に向けた農山漁村魅力発信事業費 〔71頁〕        3,439千円(H27:－千円) 

    県内外の若者等の農山漁村への移住促進を図るため、農林漁業体験や既移住者の体験を聞く

ツアーを実施するとともに、農山漁村の体験受け入れ体制づくりを支援します。 

  

２ 中山間地域における持続可能なコミュニティづくり 

  (1)子ども農山漁村ふるさと体験推進事業費         6,350 千円（H27: 6,181千円） 

    子ども・学生のグループによる農山漁村地域でのふるさと体験活動を推進するため、県において

農林漁業体験民宿の開業、体験指導者の育成、受け入れ地域の体制整備を支援します。 

     

農地水保全班 
                                                       

         

 

１ 農山漁村の有する多面的機能の維持・発揮 

(1) 多面的機能支払事業費〔72頁〕            1,069,103千円（H27:1,162,763千円） 
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国土の保全、水源のかん養、良好な景観形成など農業・農村地域の多面的機能を発揮させ

るため、農地、農業用水路、農道等の地域資源の維持保全活動、生態系の保全活動、景観形

成活動、農業用施設の長寿命化のための活動に取り組む地域の活動組織に対し支援します。 

 

(2) 中山間地域等直接支払事業費〔72頁〕             221,102 千円（H27：216,384千円） 

生産条件が不利な中山間地域等の農地の耕作放棄を未然に防止するため、平地地域との生

産条件格差の一定額を農業者等に直接交付します。 

 

２ 人や産業が元気な農山漁村づくり  

(1) ふるさと水と土保全対策事業費            8,264千円（H27：9,930千円） 

中山間地域等における農地等の多面的な機能を良好に発揮させるため、ふるさと水と土

指導員の資質向上等に取り組むとともに、地域が行う景観等の保全・創造活動を支援しま

す。 

 

(2) 三重のふるさと応援カンパニー推進事業費       3,373千円（H27：2,270千円） 

 地域住民の力だけでは、集落を維持していくことが困難な状況にある農山漁村地域と、

社会貢献活動に取り組みたい企業とを結びつけることで、多様な主体が農山漁村地域を支

えるような新しい関係づくりに取り組みます。 

 

(3) 山村振興特別対策事業費                 393千円（H27：  599千円） 

 市町が山村振興法に基づく山村振興計画により整備した施設の適正な管理運用を図る

ため、現地調査を行うとともに、必要に応じて指導を行います。  

                            

農村環境づくり班 
                                                     

１ 安心・安全な農山漁村づくり 

(1) 県営中山間地域総合整備事業費 〔72頁〕              385,010千円（H27：595,900千円） 

中山間地域の活性化と集落機能の維持・強化を図るため、農業用排水路などの農業生産

基盤整備と集落道路等の農村生活環境整備を総合的に実施します。 

 

(2)  団体営農村振興総合整備事業費                       93,181千円（H27：60,162千円） 

地域における農業生産性の向上を図るため、地域の多様なニーズに応じた農業生産基盤

の整備とその機能の発揮に不可欠な農村生活環境の整備を総合的に実施する市町を支援

します。 

 

(3)  県営農村振興総合整備事業費                       73,500千円（H27：84,000千円） 

農業生産性の向上を図るため、地域の多様なニーズに応じた農業生産基盤の整備とその

機能の発揮に不可欠な農村生活環境の整備を総合的に実施します。 

 

２ 農山漁村の有する多面的機能の維持・発揮 

(1) 農村地域自然エネルギー活用推進事業費             27,200千円（H27：258,800千円） 

農村地域において、県内の農業用水における小水力発電の普及啓発等、ならびに農業用

水等を活用した小水力発電等の施設整備を実施します。 

         

３ 生活排水対策の推進 

(1) 団体営農業集落排水整備促進事業費              211,391千円（H27：333,314千円） 

農業用用排水の水質保全、農業用用排水施設の機能維持、および農業集落におけるし尿、
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生活雑排水等の汚水、汚泥又は雨水を処理する施設の整備を行う市町を支援します。 

 

(2) 団体営農業集落排水整備支援事業費                  30,884千円（H27：131,872千円） 

農業用用排水の水質保全および農村生活環境の改善を図るため、汚水処理施設整備交付

金（農業集落排水施設）に取り組む市町の起債償還に対して助成を行います。 
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11.農地調整課    農地班    TEL 059-224-２５５０ 

  用地班             ２５４９ 

            FAX 059-224-３１５３ 

          E-mail nochi@pref.mie.jp 
 

  

 食料の安定供給や多面的な機能の発揮が求められる農用地を良好な状態で確保するため、計画的

な土地利用、農業振興地域の整備計画の適正な管理、土地改良区の組織および施設管理体制の整備

を促進します。 

 

 

農地班  

 
１ 農業生産基盤の整備・保全 

(1) 農地調整費                        3,599千円（H27：3,512千円） 

農地法の適正な運用を図るため、許可事務および農事紛争調停並びに農地の権利移動借賃

等調査等を実施するとともに、農地の一時転用を伴う砂利採取の認可事務を行い、農地法の

適正な運用を図ります。 

農業振興地域の整備に関する法律に基づき、市町村農業振興地域整備計画の適正な管理に

ついて助言を行い、農業振興地域の保全・形成に努めます。 

 

(2)  自作農財産管理費                       19,985千円（H27：19,605千円） 

自作農創設特別措置法および旧農地法に基づいて取得した自作農財産（国有農地等・開拓

財産）について管理し、財務省への引継ぎや売払・譲与等の処分を促進します。 

 
 

用地班  

 
１ 農業生産基盤の整備・保全 

(1) 土地改良事業計画審査対策事業費                 210千円（H27:381千円） 

土地改良事業計画の審査の委託に要する経費。 

        

(2) 県単土地改良施設整備事業費               5,623千円（H27：8,651千円） 

県営事業で整備した土地改良施設のうち市町等への譲渡が滞っている施設について、施

設の経年劣化や底地の未登記等の事由を解消し、過年度未譲渡施設の計画的な解消を進め

ます。 

 

  (3) 農地総務費                        11,843千円（H27：11,642千円） 

用地・換地関係の苦情・紛争の早期解決を図るとともに、土地改良財産や自作農財産等

を適切に管理します。 
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12.獣害対策課    被害対策班     TEL 059-224-２０１７ 

  捕獲管理班           ２０２０ 

                     FAX 059-224-３１５３ 

              E-mail jtaisaku@pref.mie.jp 

 

 
野生鳥獣による農林水産被害は、依然として深刻な状況にあることから、被害の軽減に向けて各

市町等と連携し、獣害につよい地域づくりなどを進める「被害防止」、および野生鳥獣の捕獲力

の強化などを進める「生息数管理」に取り組み、獣害対策を推進します。 

また、これらの取組を強化するための基盤となる、人材育成や技術開発を含む「体制づくり」

に取り組みます。 

 

被害対策班  

 

１ 獣害につよい農山漁村づくり 

○新  (1) 獣害対策推進体制強化事業費〔72頁〕            14,209千円（H27：－千円） 
地域ぐるみで取り組む集落体制づくりや、地域リーダーの育成・確保により獣害に強い

集落を育成します。また、基盤となる基礎的な技術開発に取り組みます。 

① 獣害につよい集落体制づくりの推進 

集落住民アンケートによる被害状況の把握や集落座談会の開催、技術実証圃を設置しま

す。 

② 集落を指導する人材の育成 

集落を先導するリーダーや捕獲技術の向上を図る人材育成研修を実施します。 

③ 「獣害につよい三重づくりフォーラム」の開催 

先進の獣害対策事例紹介等により獣害に強い三重を推進するフォーラムを開催しま

す。 

④ 「獣害につよい集落」等優良活動表彰の実施 

獣害対策に取り組む優良活動集落事例を表彰し、被害防止活動の推進を図ります。 

⑤ 防護柵を一体的に活用したニホンジカの効率的な捕獲技術の実証 

ニホンジカの行動特性を利用した効率的な捕獲を実証し、被害減少を図ります。 

⑥ ＷｅｂＧＩＳを用いた住民の情報発信によるサルの追い上げの実証 

ニホンザル被害対策として、地域が連携して追い上げを行う手法を構築・実証します。 

 

○一 (2) 獣害に強い地域づくり推進事業費             252,214千円（H27：662,250千円） 

獣害につよい集落活動の実践を支援するとともに、侵入防止柵の整備等の効果的な被害

防除対策の導入、定着を図ることで、被害の減少に取り組みます。  
① 被害状況の調査                    

県内全集落代表者へのアンケート調査を実施し、被害感情や事業効果を検証します。 

② 集落ぐるみで取り組むニホンザル対策の推進 

集落ぐるみで取り組むニホンザル対策に資材費等の支援を行う市町に対し助成します。 

③ 被害防止計画（市町）の達成に向けた支援 

被害防止計画達成のため、地域獣害対策協議会が行う侵入防止柵等の整備を支援しま

す。 

 

○一 (3) 地域捕獲力強化促進事業費事業費             206,383千円（H27：19,013千円） 

地域における効果的な捕獲を促進するための情報提供や、持続可能な捕獲体制構築のた
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め、広域連携による一斉捕獲、市町内において実施する共同捕獲活動などを支援します。 

① 地域の捕獲促進に向けた取組支援                    

市町の「捕獲促進プラン」の作成、持続可能な地域捕獲体制の構築を支援します。 

② 有害鳥獣捕獲活動への支援 

有害鳥獣捕獲を促進するため、市町の行う緊急捕獲活動に対し助成します。 

③ 地域における持続的な捕獲活動および実施隊等の活動への支援 

広域連携捕獲や共同捕獲、鳥獣被害対策実施隊等の活動を支援する市町に対し助成し

ます。 

 

○新  (4) 条件不利地における獣害防除支援事業費〔73頁〕      22,529千円（H27年度2月補正） 
条件不利地において、新規の就農や新たに高収益作物等を導入する場合に、獣害防止設

備等の設置支援や、集中的な有害獣の捕獲を行うことで、農業の働く場を確保します。 

① 獣害防止設備の設置に対する補助 

国の交付金事業対象外の不利な地理的条件下で獣害防止設備等の設置を支援します。 

② 集中的な捕獲活動の実施 

集中的な有害獣の捕獲を行うことで、獣害を防ぎ安定的に生産できる環境を整備します。 

 
 

 

捕獲管理班  

 

野生鳥獣のモニタリングに基づいた生息数管理の推進 

１ 野生鳥獣管理事業費                   

(1) 野生鳥獣捕獲管理事業費                 14,243千円（H27：18,874千円） 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に基づき、野生鳥獣の捕獲・管理

のため、鳥獣保護管理員を配置するとともに、狩猟の取り締まりや指導、狩猟免許の交

付および更新、狩猟者登録事務および鳥獣の捕獲等又は鳥類の卵の採取等の認可等を行

います。 

① 猟政行政事務 

適正な狩猟が行われるように狩猟者および狩猟団体等の指導や行政担当者および鳥獣

保護管理員等の狩猟等に関する研修等を実施します。 

② 狩猟免許事務 

狩猟免許試験を３回行います。又 狩猟免許更新講習会・適正検査を１４回行います。

狩猟免許更新講習対象者に対し、通知文書を発出します。 

③ 狩猟者登録事務 

狩猟者登録を行うとともに、狩猟者登録証および狩猟者記章等を交付します。 

④ 鳥獣等捕獲の許可等 

学術研究の目的、鳥獣による生活環境および農林水産業又は生態系に係る被害防止の

ため、鳥獣の捕獲および鳥類の卵の採取等の許可等を行います。また、鳥類の飼養や

販売禁止鳥獣等の販売許可等の手続きが適正に行われるように指導します。さらに、

県指定の特別保護区でおこなわれる工作物の設置行為等の許認可を行います。 

⑤ 狩猟等安全対策費 

銃器の狩猟期前講習にかかる経費に対し、１／２以内で支援します。 

 

(2) 野生鳥獣生息管理事業費                        3,017千円（H27：5,485千円） 
鳥獣保護管理事業計画に基づき、鳥獣保護区等の指定・管理とニホンジカの生息状況の
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モニタリング調査を行います。 

① 鳥獣保護管理事業 

第１１次鳥獣保護管理事業計画に基づく特定猟具使用禁止区域、鳥獣保護区、休猟区、

新規指定、区域の拡大・縮小、期間の変更並びに更新を行います。第１２次鳥獣保護

管理事業計画および第二種特定鳥獣管理計画を策定します。 

② 第二種特定鳥獣管理事業 

特定鳥獣保護管理計画に基づき、ニホンジカの生息管理を推進するため、ニホンジカ

の生息状況のモニタリング調査を行います。 

③ カワウコロニー調査事業 

中部近畿カワウ広域協議会で検討される広域保護管理のための基礎資料とするため、

カワウのコロニー調査を行います。 
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13.森林・林業経営課   森林計画班  TEL 059-224-２５６４ 

 木材利用推進班         ２５６５ 

 林業経営班         ２５６３ 

 林業普及班        ２９９１ 

          FAX  059-224-２０７０ 

       E-mail  shinrin@pref.mie.jp  

 

 

 

「もうかる林業」の実現をめざして、持続可能な林業生産活動の推進、林業・木材産業の担い手

の育成、県産材の利用促進に取り組みます。 

また、木質バイオマス発電事業における木質チップ需要を林業の下支えとし、素材生産量の増大

や木材の安定供給体制の構築、木材輸出等の県産材の新たな需要拡大など、林業の活性化を図るた

め、川上・川中・川下の対策を一体的に取り組みます。 

 

 

 森林計画班  

 
１ 森林の適正な管理と公益的な機能の発揮 

(1) 地域森林計画編成事業費                 5,173千円（H27：11,150千円） 

森林法に基づき県内の４つの森林計画区ごとに10カ年の地域森林計画を樹立し、地域特

性に応じた森林施策の推進目標と森林整備の指針を明らかにします。 

 

○新  (2)特定水源地域適正管理推進事業費〔73頁〕            270千円（H27：－千円） 

特定水源地域の適正な管理を推進するため、モデルとなる特定水源地域において、森林所

有者や整備の状況等の調査を実施するとともに、森林所有者等を対象とした意見交換会を開

催し、特定水源地域の保全と管理についての課題や対応を検討します。 

 

○新  (3)森林資源情報管理システム再構築事業費〔73頁〕       28,883千円（H27：－千円） 

森林簿を含む森林資源情報等を一元的に管理する、森林資源情報管理システムの再構築を

行います。 

 

 

 木材利用推進班  

 
１ 県産材の利用の促進 

(1)  「もっと県産材を使おう」推進事業費           6,023千円（H27: 7,103千円） 

品質や規格の明確な製材品である「三重の木」認証材をはじめとする県産材のＰＲ、販

路開拓等に取り組み、県産材の利用拡大を図ります。 

   ①三重の木等利用拡大推進事業（補助） 

    「三重の木」認証事業者が連携して行う「三重の木」等をＰＲする取組を支援します。 

   ②三重の木等利用拡大推進事業 

工務店、建築設計士等と連携した県産材を使用した住宅の良さをＰＲするイベントの開

催、首都圏の住宅関係展示会等での情報発信のほか、県産材の利用拡大に向けた研修会等

を開催します。 
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(2) 県産材需要拡大促進事業（森林・林業躍進プロジェクト事業費のうち）〔74頁〕 

                                                               1,500千円（H27：2,439千円） 

消費者の木へのこだわりを醸成し、県産材の需要拡大を図るため、見える形での県産材

の使い方のプロモーションに取り組みます。 

 

(3) 木質バイオマスエネルギー利用促進事業費             3,246千円（H27：5,217千円） 

木質バイオマスの安定供給体制を構築するため、木質チップ原料を供給する事業者の

高性能林業機械の導入等の取組を支援します。 

 

 (4) 木質バイオマス搬出支援事業（森林・林業躍進プロジェクト事業費のうち）〔74頁〕 

 5,000千円（H27：6,000千円） 

     地理的に不利な東紀州地域から発電利用に供する木質バイオマス原料を安定的に供給

するため、供給協定に基づく原木運搬を支援します。 

 

 

 林業経営班  

 
１ 持続可能な林業生産活動の推進 

(1)  林業・木材産業構造改革事業費               265,683千円（H27：5,182千円） 

木材利用の拡大、木材の安定的・効率的な供給等を図るため、木造公共建築物や木質バ

イオマス利用促進施設の整備、高性能林業機械の導入等に対して支援します。 

 

(2) 森林整備加速化・林業再生基金事業費         225,856千円（H27：1,141,000千円） 
林業の再生を図るため、三重県森林整備加速化・林業再生基金を活用し、市町や林業

事業体等が行う、路網の整備、森林境界の明確化、木材加工流通施設、木造公共施設等

の整備を支援します。 

 

 (3) 県産材輸出促進事業費〔74頁〕               1,006千円（H27：2,570千円） 

      木材の輸出促進を図るため、内装材用原木の新たな販路を開拓するための試験輸出や、

原木の供給事業者が行う選別仕分け経費等を支援します。 

 

 (4) システム販売推進事業（森林・林業躍進プロジェクト事業費のうち）〔74頁〕 

  254千円（H27：254千円） 

       木材流通のコスト削減を図るとともに、製材工場等に県産材の原木を安定的に供給する

ため、「システム販売」に取り組む製材工場、森林組合、素材生産業者等を対象とした研

修会や意見交換会等を開催します。 

 

(5) 造林事業費                      360,234千円（H27：341,692千円） 

                                       158,667千円（H27年度2月補正） 

森林の有する多面的機能の維持・増進や持続的林業生産活動等の推進を図るため、間

伐を促進するとともに、再造林や下刈り、路網整備等を支援します。 

 

 (6) 低コスト造林推進事業費                 104,439千円（H27：142,499千円) 

伐採を控えている森林所有者の意欲を喚起し、植栽（再造林）から育林までの林業のト

ータルコストを抑える「新しい林業経営」を進めるため、低密度な植栽等による低コスト

造林の取組を支援します。 
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２ 森林の適正な管理と公益的な機能の発揮 

(1)  森林環境創造事業費                   77,521千円（H27：136,169千円） 

                                     23,660千円（H27年度2月補正） 

所有者から提供された森林を公共財として位置づけ、森林の有する公益的機能が持続

的に発揮されるよう、間伐等により針葉樹と広葉樹との混交林への誘導を行うなど、市町

等が行う森林の適正な管理を促進します。 

 

３ 農林水産業と福祉との連携の促進 

○新  (1) 林業分野における福祉との連携推進事業費〔73頁〕           1,026千円 （H27：－千円） 

       林業分野において福祉との連携を進めるため、林業事業者等に対する勉強会の開催や連

携可能な福祉事業者の実態調査を行うとともに、障がい者の就労体験を通じた作業内容等

の改善点の洗い出しを行います。 

 

 

林業普及班  

１ 持続可能な林業生産活動の推進 

(1)  森林経営計画作成推進事業費              18,222千円（H27：13,567千円） 

林業事業体等による森林経営計画の作成を促進するため、境界確認や森林の管理・経営

に関する森林所有者との合意形成活動、間伐を行うために必要な伐採木や路網の調査等を

支援します。 

 

(2) 自伐林家の意欲向上に向けた木の駅プロジェクト推進事業 

（森林・林業躍進プロジェクト事業費のうち）〔74頁〕              679千円（H27：1,015千円） 

素材生産量の増大に貢献する地域活動（木の駅プロジェクト）を県内各地に拡大するた

めの研修等を実施します。 

 

○新  (3) 地域に活力を与える林業生産体制整備事業費〔74頁〕   5,315千円（H27年度2月補正） 

低コスト造林を効果的に推進するため、コンテナ苗等の生産体制の整備に取り組みます。

また、自伐型林業を活性化し、自立的な森林整備を促進するため、森林所有者等へ技術支

援を行います。 

 

２ 林業・木材産業の担い手の育成 

(1)  林業担い手育成確保対策事業費              4,013千円（H27：4,180千円） 

林業の担い手を確保・育成するため、高校生等への就業体験の開催や雇用の受け皿と

なる林業事業体の育成、労働災害の防止、林業機械の操作やメンテナンス等に習熟した技

術者を養成します。 

 

○新  (2) 豊かな森と地域を担う人づくり事業費〔74頁〕       6,760千円（H27年度2月補正） 

森林・林業のあるべき将来像や地域を担う人材およびその育成体制について「林業大学

校」の設置を含めた検討を行うとともに、新規就業者や既就業者等を対象に、森林・林業

の知識や技術を習得するための研修・講座を開講します。 

 

(3) 集材技術者育成支援事業（森林・林業躍進プロジェクト事業費のうち）〔74頁〕 

  868千円（H27：1,366千円） 

主伐を実践できる人材を育成するため、新たに架線集材に取り組む林業事業体が行う、

集材技術の研修等を支援します。 
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(4) 林業人材育成・確保事業費                     16,070千円（H27:16,069千円） 

林業の担い手を確保するため、林業団体と連携し、高性能林業機械および森林作業道の

作設オペレータの新規就業者の確保・育成や架線集材技術者の人材育成のための研修等に

支援します。 

 

林業研究所  

 

１ 農林水産技術の研究開発と移転 

(1)  林業技術開発事業費                     884千円（H27：1,703千円） 

森林・林業・木材産業に対する多様な県民ニーズに応えるため、搬出間伐における最

適な集材機械の選択に関する研究や、自然栽培可能な高温発生型きのこ栽培技術の開発

のほか、木造長期優良住宅にも適用できるスギ厚板を用いた新しい床工法の開発等に取

り組みます。 

 

(2) 林業技術高度化研究開発推進事業費             3,430千円（H27：1,752千円） 

林業・木材産業事業者等が持つ生産技術の課題を解決し、実用化・商品化等へつなげ

る研究プロジェクト等を推進するとともに、成果を効率的にあげるための研究評価の実

施や、林業・木材産業事業者に対する技術支援を行います。 
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14.治山林道課   治山班   TEL 059-224-２５７５ 

 林道班               ２５７４ 

 森林管理班            ２５７３ 

         FAX  059-224-２０７０ 

        E-mail  chirin@pref.mie.jp  

 

 

 

森林等における自然災害から地域住民の生命・財産を保全するため、治山ダム等による復旧工事

や予防工事を行うとともに、保安林において間伐等の森林整備を行い、保安林の機能を向上させる

など、災害に強い森林づくりを進めます。 

また、森林整備の基盤となる林道の整備を行い、林産物の安定供給を推進するとともに、森林の

持つ公益的機能が高度に発揮できる森林づくりに取り組みます。 

 
 

 治山班  

 
１ 治山対策の推進 

(1) 治山事業費                   1,838,129千円（H27：1,850,153千円） 

                                 90,000千円（H27年度2月補正） 

山地災害の復旧、山地災害危険地対策による山地災害の未然防止や良質な水の安定供給

など県民生活の安全を確保するため、治山施設整備を進めるとともに、水源地域などの保

安林機能を向上させるための森林整備等を行います。 

 

(2) 県単治山事業費                   621,401千円（H27：1,231,148千円） 

山地災害危険地区における荒廃森林の復旧整備や、国補対象外の小規模な荒廃地等の復旧

整備を進めます。 

 

(3) 県単山地災害危険地対策事業費            812,300千円（H27：460,741千円） 

人家等に近接し緊急度が高く、国庫補助事業の採択基準に満たない小規模な山地災害危険

地区の整備を行います。 

 

(4)  治山施設災害復旧事業費                    126,000千円（H27：31,500千円） 

平成27年度の豪雨等により被災した治山施設の復旧を行うとともに、平成28年度に林地荒

廃防止施設に災害が発生した場合の復旧を行います。 

 

○新  (5) 県単治山施設機能強化事業費〔75頁〕                16,975千円（H27：－千円） 

過去に整備した治山施設について、その施設を有効活用して機能強化を図るとともに、

経年劣化等により機能低下が危ぶまれる施設の点検およびその結果に基づく補修・改修を

行います。 

 

(6) 災害に強い森林づくり推進事業費               720,084千円（H27：637,243千円） 

「みえ森と緑の県民税」を活用し、「災害に強い森林づくり」を進めるため、流木となる

恐れのある渓流沿いの樹木の伐採・搬出、治山施設等に異常堆積した土砂や流木の撤去等を

行います。 
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 林道班  

 
１ 持続可能な林業生産活動の推進 

(1)  林道事業費                           397,461千円（H27：575,575千円） 

木材の生産や運搬に必要となる林道を開設するとともに、輸送力の向上と通行の安全の

確保等を図るため、既設林道の改良などを実施します。 

 

(2) 県単林道事業費                             18,043千円（H27：24,570千円） 

森林の適正な維持管理により森林の有する公益的機能を高度に発揮させるとともに、林

産物の安定供給を図るため、林道事業(国補事業)の対象とならない小規模な林道の開設や改

良等の基盤整備を進めます。 

 

(3)  林道施設災害復旧事業費                 665,000千円（H27：615,000千円） 

自然災害により被災した林道施設の復旧を支援します。 

 

○新  (4) 林道長寿命化促進事業費〔75頁〕                    70,470千円（H26：－千円） 

林道橋梁の長寿命化を図るため、機能が低下した林道橋梁について、点検診断と診断結

果に基づく橋梁の補強および更新等を支援します。 

 
 

 森林管理班  

 
１ 林業の振興と森林づくり 

(1) 保安林整備管理事業費                    10,964千円（H27：8,164千円） 

地域森林計画に基づき、水源の涵養、災害の防備、生活環境の保全・形成、保健休養機能

等の発揮が特に必要な森林を保安林に指定するとともに、適正な維持管理を行い、森林の保

全を図ります。  

 

(2) 森林病害虫等防除事業費                 1,101千円（H27：1,702千円） 

森林病害虫等防除法に基づき指定した「保全すべき松林」に対し、重点的に松くい虫防除

を実施し、被害の拡大防止に努めます。 

〔松くい虫防除（地上散布、伐倒駆除、特別伐倒駆除）、その他病害虫防除〕 

 

 (3) 県行造林事業費                      42,162千円（H27：41,326千円） 

県内１４市町３，４９０haの森林に地上権を設定した県行造林において、「三重県県行造

林経営計画」に基づき当該森林の経営・管理を行います。 
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15.みどり共生推進課  みどり推進班   TEL 059-224-２５１３ 

野生生物班               ２５７８ 

自然公園班              ２６２７ 

              FAX 059-224-２０７０ 

            E-mail  midori@pref.mie.jp 

 

 「みえ森と緑の県民税」を活用して、「災害に強い森林づくり」と「県民全体で森林を支える

社会づくり」を市町と連携して着実に進めます。また、県民の皆さんに税が有効に活用されてい

ることを理解していただくため、様々な機会をとらえた事業の取組紹介や成果発表会などを開催

します。 

また、指定７０周年を迎える伊勢志摩国立公園において、全国エコツーリズム大会を開催する

など、美しい自然や豊かな伝統・文化を資源としたエコツーリズムの取組を促進するとともに、

自然公園施設の整備等を行います。 

 

 

みどり推進班 
 

 

 

１ みんなで支える森林づくりの推進 

(1) みえ森と緑の県民税市町交付金事業費                406,376千円（H27：395,250千円） 

｢みえ森と緑の県民税｣を活用して、「災害に強い森林づくり」および「県民全体で森林

を支える社会づくり」を推進するため、市町が地域の実情に応じて創意工夫した森林づく

りの施策を展開できるよう交付金を交付します。 

 

(2) みんなでつくる三重の森林事業費             1,557千円（H27：2,456千円） 

様々な主体による森林づくり活動や緑化活動への参画を進めるため、県民、企業、ＮＰ

Ｏ等への情報提供や支援を行います。 

 

(3) 森を育む人づくりサポート体制整備事業費       30,000千円（H26：16,500千円） 

森林環境教育や木育、森林づくり活動にかかる相談窓口となる「みえ森づくりサポート

センター」を開設するとともに、森林環境教育指導者や森づくり技術者を育成します。ま

た、森林環境教育や木育、森林づくり活動を広めるための基本計画の策定などを行います。 

 

 

野生生物班 

 

１ 貴重な生態系と生物多様性の保全  

(1) 希少生物保全事業費                            625千円（H27：701千円） 

人と自然が共生できる地域環境をつくるため、特に重要な希少野生動植物の生息・生育

状況調査や県指定希少野生動植物種の指定を進めるとともに、盗掘防止パトロールや保全

活動の実施、外来生物対策の普及啓発を促進します。 

 

(2) 野生生物保護事業費                   2,378千円（H27：2,854千円） 

多様な自然環境の保全、野生生物の保護にかかる普及啓発および傷病鳥獣の対策、こ

どもたちが参加する自然観察会等を行います。また、貴重な自然環境を保全するため、自



 - 49 - 

然環境保全指導員を配置し、巡視活動や情報収集を行います。 

 

 

自然公園班 
 

  

 

１ 自然とのふれあいの促進  

(1) 自然環境保全対策事業費                              443千円（H27：762千円） 

優れた自然の風景地を有する区域を将来にわたって保護するため、県内の自然公園の適

正な保全等を行います。また、自然公園等において生態系の維持や回復が必要な地域の調

査や対策を関係者と協力して実施します。 

 

(2) 自然公園利用促進事業費                   22,613千円（H27：24,185千円） 

県民の自然とのふれあいを促進するため、東海および近畿自然歩道、大杉谷登山歩道な

ど自然公園施設等の適正な維持管理を行います。 

 

(3) 森林公園利用促進事業費                   50,850千円（H27：79,876千円） 

森林環境教育や自然とのふれあいの拠点施設である三重県民の森など、森林公園の適切

な維持管理を進めるとともに、利用者のニーズにあわせたイベント等を開催し、利用増進

を図ります。 

 

(4) 伊勢志摩国立公園指定７０周年記念事業費〔75頁〕     10,000千円（H27：42,029千円） 

平成 28年に指定 70周年を迎える伊勢志摩国立公園において、「全国エコツーリズム大

会」の開催や国内外への情報発信等に取り組み、国立公園が誇る美しい自然や豊かな伝

統・文化を資源としたエコツーリズムの取組を促進します。 
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16.水産資源課    水産政策班   TEL 059-224-２５２２ 

  水産増殖班          ２５８４ 

  水産流通班          ２５１５ 

漁業調整班              ２５８８ 

  取締・漁船班         ２５９０ 

             FAX 059-224-２６０８ 

       E-mail suisan@pref.mie.jp 

 

 
もうかる水産業の実現をめざし、「三重県水産業・漁村振興指針」に基づき、地域の水産業や漁

村の活性化に向けた取組を支援するとともに、県産水産物の高付加価値化や販路拡大、海女漁業や

養殖業の振興に加え、海外の和食人気の高まりを好機ととらえた輸出の促進に取り組みます。 

また、持続的な水産業の確立に向け、積極的な資源の増大を図る栽培漁業の推進や漁業者による

資源管理体制の構築を図ります。 

  
 
 

 水産政策班   

 
１ 高い付加価値を生み出す水産業の確立 

(1) 水産調整費     2,584千円（H27:2,057千円） 

日本水産資源保護協会など全国規模の水産団体等に参画し、水産施策を検討する上で必要

となる水産関係の新技術や漁海況の情報の収集を行います。 

 

２ 農林水産技術の研究開発と移転 

(1) 水産業技術開発推進費 66,690千円（H27：81,420千円） 

水産業を支える技術開発をめざし、水産物の産地間競争力を高める新品種や優良品種の作

出および高品質化を図るとともに、資源管理の推進や栽培漁業、養殖業等つくり育てる漁業

の推進に必要な技術を開発します。 

① みえの養殖水産物計画生産体制構築事業費         3,215千円（H27:5,241千円） 

本県の養殖魚の大半を占めるマダイと他の魚種を組み合わせて養殖する三重県型の

「複合養殖」モデルの確立をめざします。また、餌料コストの削減や魚病リスクの低減

のための試験を実施し、技術の高度化を図ります。 

② 水産関係県単経常試験研究費               5,323千円（H27:5,535千円） 

「アユ資源回復のための放流効果向上対策事業」「英虞湾漁場環境基礎調査」「革新的イ

セエビ幼生飼育技術の開発」「伊勢湾の複合型藻類養殖技術開発事業」など魚介藻類の増

養殖技術、本県沿岸域における漁業生産性向上のために緊急に対応を要する技術開発、漁

場環境のモニタリング、内水面調査等、地域のニーズに対応するための調査研究を実施し

ます。 

③ 資源評価調査事業費                   20,486千円（H27:15,026千円） 

漁獲統計資料の解析、生物測定調査や調査船調査の結果に基づき、イワシ類、サバ類な

どの資源量の評価を行い、漁獲可能量を算出するための基礎資料を収集します。 

④ 日本周辺高度回遊性魚類資源調査事業費           2,267千円（H27:2,252千円） 

マグロ類やカツオなどの高度回遊性魚類について、漁獲データや生物調査結果等の収

集・解析を行います。 

⑤ 熊野灘沿岸における有害プランクトン優占化機構に関する研究費  

2,290千円（H27：2,289千円） 

熊野灘沿岸域で発生する大規模有害赤潮の発生を事前に予察する技術を開発し、漁業被
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害の軽減を図ります。 

⑥ 新しい真珠養殖技術実証化事業費             1,200千円（H27：2,396千円） 

真珠養殖業の振興を図るため、高品質真珠の生産に係るアコヤガイの育種および養殖技

術の開発に関する研究を行います。 

⑦ 水産業技術高度化研究開発推進事業費         31,909千円（H27：48,681千円） 

「アサリ資源回復のための母貝・稚貝・生育場の造成と実証」「新技術による地場種苗を

活かしたマガキ養殖システムの開発」など漁業者が抱える漁業生産技術の課題解決とさら

なる技術向上に資する研究プロジェクトを推進します。 

 

(2) 水産業試験研究管理費                            50,195千円（H27:49,711千円） 

水産研究所および所属調査船の維持管理を行います。 

 

○新  (3) 水産業研究施設機器整備費               70,097千円（H27: ― 千円） 

船舶安全法に基づいて、調査船「あさま」が定期検査を受検します。 

 

水産増殖班  

 
１ 高い付加価値を生み出す水産業の確立  

(1)  海女漁業資源増大対策事業費                5,137千円（H27: 9,856千円） 

海女の漁業収入の増加を目的として、資源減少が著しいアワビの大型種苗の放流効果の

検証やアワビとともに海女の収入を支えている赤ナマコ種苗の量産技術の確立に取り組

みます。 

(2)「元気な海女さん」による里海創生モデル構築事業費     515千円（H27: 936千円） 

海女の高齢化を踏まえた効率的な漁獲方法の検討など、海女漁業の継続に向けた取組を支

援します。 

 

○新  (3) 海女の所得向上支援事業費〔75頁〕             1,771千円（H27年度2月補正） 
海女漁業や海女文化の振興による地域活性化を目的に、海女自身が参加し、関係市、県、

関係機関等とともに設立された海女振興協議会の活動を通じて、漁獲物の付加価値向上
等、収入向上に向けた取組を支援します。 

 

○新  (4) 養殖経営強化支援事業費〔76頁〕             2,899千円（H27年度2月補正） 

養殖業が重要産業である南部地域において、作業の共同化による生産性の向上、収益増

等につながる取組を行うグループを支援します。 

 

○新  (5) 三重ノリ生産・販売体制構築事業費〔76頁〕       1,504千円（H27： ―  千円） 
アサクサノリの生産体制構築および県産黒ノリの販売戦略の構築に向けた取組を支援

します。 

  

(6) 持続的な水産物供給体制構築事業費               940千円（H27：1,266千円） 

養殖水産物の新規疾病への対応、環境浄化機能を有する藻類養殖の展開により、持続的な

水産物供給体制の構築を進めます。 

 

２ 資源管理・漁場環境保全等の推進 

(1) 栽培漁業推進事業費                                61,711千円（H27:63,132千円） 

三重県栽培漁業基本計画に基づき、沿岸の水産資源の維持増大を図るため、三重県栽培漁

業センター（浜島）においてヒラメ、トラフグ、クルマエビなどの放流用種苗の生産供給を
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行います。 

 

(2) 栽培漁業センター整備費                             172千円（H27: 215千円） 

三重県栽培漁業基本計画に基づく効果的な放流を実施するため、栽培漁業センターの種苗

生産施設の適切な管理と修繕を実施します。 

 

３ 農水産物の安全・安心の確保 

(1) 消費者に安心される養殖水産物の生産体制整備事業費     1,426千円（H27:1,473千円） 

水産物の安全・安心の確保を図るため、新規疾病を含む魚病診断や水産用医薬品の残留

検査等の養殖衛生管理指導に加え、水産関係団体等と連携した貝毒検査を実施します。 

 

水産流通班  

 

１ 高い付加価値を生み出す水産業の確立 

(1)魅力あるみえの水産物輸出戦略構築事業費            2,672千円（H27:4,822千円） 

県内水産物の輸出を促進するため、ＪＥＴＲＯおよび県輸出促進協議会と連携を図りなが

ら、輸出対象国での販売促進や商談業務などの取組を進めるとともに、生産・加工施設にお

けるＨＡＣＣＰ認証の所得および更新が円滑にできる体制を整えます。 

(2) みえの魚食普及推進事業費                  1,192千円（H27:2,551千円） 

平成27年度に認定した三重県魚食リーダーを活用し、消費者が多く集うイベント等におい

て、簡単に調理できる魚料理の実演や魚に関する情報発信を行うことで、家庭で魚を食べる

ことを普及します。 

また、三重県魚食リーダーおよび魚食普及の実践に定評のある専門家を講師とする魚料理

教室を開催し、参加者に魚の調理方法を伝え、魚の調理離れの解消につなげます。 

○新  (3) 首都圏等への県産水産物ＢtoＢ販売促進事業費〔76頁〕    10,992千円（H27年度2月補正） 

首都圏等大消費地の流通関係者、量販店、飲食店等のビジネスパートナーに向けた情報発

信イベントや商談の場を創出し、漁業者など県産水産物に関する専門的な知識を有する人材

の派遣・活用を通じて、県産水産物の認知度向上や販売促進を図ります。 

○新  (4) 地域水産物・食文化と観光との連携事業費〔76頁〕       5,018千円（H27年度2月補正） 

鳥羽志摩地域における魅力的な水産物・食文化および関連する文化や観光地を調査し、そ

れらを関連づけ、漁業者・観光業者をはじめ地域が一体となって情報発信します。 

 

漁業調整班  

 
１ 資源管理・漁場環境保全等の推進 

(1) 漁業管理事務費                    2,537千円（H27:2,843千円） 

遠洋・沿岸・沖合漁業等が行われるすべての水面における漁業調整、漁場利用の合理化

の推進、海面および内水面漁業における漁業の許認可および漁業権免許事務などを行いま

す。 

 

(2) 資源管理体制・機能強化総合対策事業費          6,772千円（H27:8,781 千円） 

漁業者自らが取り組む資源管理計画の策定促進および策定に必要な情報提供を行うと

ともに、策定した計画の履行状況の確認を実施します。また、国の漁獲可能量制度（ＴＡ

Ｃ制度）に基づき、必要な情報の収集・整理および国への報告等を行うとともに、必要に

応じて漁獲制限等の措置を実施します。 
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２ 獣害につよい集落活動の実践による被害防止の推進  

(1) 内水面域振興活動推進事業費               2,096 千円（H27:3,646千円） 

内水面漁業の振興を促進するため、内水面漁業協同組合等が行うアユの種苗放流、カワ

ウ・外来魚の駆除対策を支援します。また、ウナギ資源の持続的な利用を図るため、ウナ

ギ養殖業者に対する資源管理に係る指導等を行います。 

 

３ 農山漁村の有する多面的機能の維持・発揮  
(1) 遊漁調整費                        636 千円（H27:620千円） 

海面における遊漁等海洋性レクリエーションと漁業との海面利用調整を図り、秩序あ

る海面利用を促進するとともに、遊漁船業者の登録事務や立入検査などを行い、遊漁者の

安全確保を図ります。 

 

取締・漁船班  

 

１ 資源管理・漁場環境保全等の推進 

(1) 漁船登録事務費                                          5,720千円（H27：5,619千円） 

漁船の建造許可、登録、検認等を行います。 

  

(2) 漁業監督費                                           28,667千円（H27:27,538千円） 

漁業秩序を維持するための漁業取締業務を実施するとともに漁業取締船の機能向上と維

持管理を行います。 

 

(3) 漁業取締船整備費                   29,123千円（H27:588,382千円） 

船舶安全法に基づいて、漁業取締船「伊勢」が中間検査を受検します。 
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17.水産経営課     漁 協 班      TEL 059-224-２５８２ 

   漁業経営班            ２６０６ 

              FAX 059-224-２６０８ 

       E-mail suikeiei@pref.mie.jp 

 

 
 「三重県水産業・漁村振興指針」に基づき、漁業協同組合が地域水産業の振興に中核的な役割
を担えるよう組織の強化・健全化を促進します。 
 また、新規就業者の支援や水福連携の推進などによる多様な担い手の確保・育成、新技術の導
入の促進などによる漁業者の経営力向上に取り組むとともに、これら施策を円滑に推進するため、
水産業普及指導員による支援の充実を図ります。 
  
 

漁協班  

 
１ 漁業協同組合の組織強化 

(1)漁業協同組合組織強化事業費                

① 漁協合併等対策指導事業費               1,249千円（H27：1,115千円） 
県漁連が行う合併推進活動等に対し補助を行うとともに、水産業協同組合法に基づき、

県内漁協の指導および監督に取り組みます。 
 
 

 漁業経営班  

 
１ 多様な担い手の確保・育成 

(1) 新規漁業就業者定着支援事業費                       1,885千円（H27：3,803千円） 
漁業就業に興味を持つ若者等が、漁業の知識や技術習得に取り組む際や就業直後の初期投

資費用の負担軽減、収入の安定を図る対策を実施し、水産業の担い手の確保・育成を図りま
す。 

① 漁業担い手対策協議会運営事業補助金 
多様な担い手確保・育成に向けて、市町、漁連等関係機関で構成される三重県漁業担い

手対策協議会の運営を支援します。 
② 新規就業者漁船・漁具・水産機器等リース事業補助金 

就業直後の初期投資費用軽減を目的に、漁業協同組合が新規就業者にリースするための
漁船や漁具、水産機器等を整備する経費を補助します。 
③ 新規就業者臨時雇用経費補助金 

新規就業者の不安定な収入対策として漁業協同組合が指導事業等で新規就業者を臨時雇
用した際の経費を補助します。 
 

(2) 漁業の担い手人材育成・確保事業費           3,600千円（H27：4,481千円） 
    漁業者の減少・高齢化が進む中、将来にわたる三重県漁業の持続的発展をめざし、意欲

ある新規漁業就業希望者の円滑な育成・確保に取り組みます。 
① 新規就業希望者の育成 

漁師塾の塾生を派遣し、座学を１ヶ所で実施することにより、さらなる漁業担い手の育
成・確保に取り組みます。 

② 新規就業者の定着への支援 
     就業から５年未満の自営漁業者を主な対象に経営スキルアップ研修会を開催し、希望者

には、経営の専門家を派遣し、経営スキル向上に取り組みます。 
③ 新規就業者の受入体制の構築 

新規就業者を雇用・指導する人材を対象に支援事業を活用した雇用・研修生受入研修会
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等を開催します。また、漁師塾の運営者等、新規就業者の受入に取り組むリーダーの育成
を目的に、技術教育手法等の研修会を開催します。 

 

○新  (3) かがやく水産女性ネットワーク構築事業費〔77頁〕    1,036千円（H27年度2月補正） 
水産業における女性の活動を促進するため、シンポジウムの開催等により、女性が交流し、

互いの活動をさらに発展させるとともに、女性の活躍をＰＲする冊子を発行します。 
 

○新  (4) 漁業の魅力を知るインターンシップ推進事業費〔77頁〕  1,746千円（H27年度2月補正） 
県内の高校生又は大学等の学生に対し、県内漁業への就労体験機会を提供し、漁業の魅

力を体験させることで、就業先として三重県の漁業を選択する若者の増加を図ります。 
 

○新  (5) 水福連携による担い手育成事業費〔77頁〕         2,977千円（H27年度2月補正） 
福祉事業所等の漁業参入を支援することで、障がい者の働く場を創出するとともに、新た

な漁労関係作業委託の創出や福祉事業所職員等の漁業知識の向上等に取り組みます。 
 
２ 漁業者の経営力向上 

(1) 水産業改良普及事業費                             3,330千円（H27：2,426千円） 

水産業普及指導員を配置し、漁業者や漁業者グループに対して最新の研究成果に基づく
情報提供、活動事例の紹介、具体的な活動手法や技術の指導・助言を行うなど、意欲ある
経営体の育成・確保に努めます。 

 
(2) 漁業近代化資金融通事業費                    66,178千円（H27: 73,991千円） 

漁業者が金融機関から借り入れる長期の施設資金および負債整理資金等に対し利子補給
を行うことにより、経営の近代化や固定化債務の整理による経営の再建等を支援します。 

 
(3) 沿岸漁業改善資金貸付事業特別会計繰出金          759千円（H27：1,360千円） 

沿岸漁業改善資金貸付事業特別会計に事務費を繰り出します。 
 
(4) 沿岸漁業改善資金貸付事業費（特別会計）           178,094千円（H27：93,444千円） 

新たに漁業経営を開始しようとする青年漁業者等に無利子の資金を貸し付けることによ
り、沿岸漁業の経営の改善等を支援します。 

 
(5) 漁業共済推進事業費                         16,752千円（H27：17,024千円） 

   ① 漁業共済推進事業費 

     漁業者が、異常事象などによって受ける損失を補てんする漁業共済への加入を推進する

とともに、異常な赤潮による損失に備え、養殖共済の赤潮特約に係る掛金の一部を漁業共

済（赤潮特約）事業費補助金により補助します。 

② 漁業経営セーフティーネット推進事業費 

     燃油価格や配合飼料価格の高騰に備え、漁業者と国が資金を積立て、一定の基準を超え

た場合に補てん金が支払われる漁業経営セーフティーネット構築事業への加入を推進しま

す。 
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18.水産基盤整備課   漁港・海岸整備班  TEL 059-224-２５９８ 

 漁場・漁村整備班        ２５９７ 

 水産基盤管理班          ２６０９ 

          FAX 059-224-２６１８ 

           E-mail suikiban@pref.mie.jp 

 

                                                                                   

三重県は、全国でも有数の漁獲高を誇る水産県であり、県内 73 漁港（県営 12、市町営 61）

を中心に、さまざまな漁業が営まれています。しかしながら、漁獲量が減少するとともに魚価が

低迷し、さらには、漁業者の高齢化、後継者不足など、漁業を取り巻く状況は厳しさを増してい

ます。また、漁港海岸は、多くの施設が築後 50 年程度経過しており老朽化が進んでいる状況で

す。 

このようなことから、漁場環境の保全に向けた藻場・干潟等の再生保全、地震・津波への対応

や持続的な水産業を実現するための生産基盤の整備、住民が安心して快適に生活できる漁村の整

備に総合的に取り組みます。 

 

 

漁港・海岸整備班  

 
 
１ 海岸保全の推進 

(1) 県営漁港海岸保全事業費〔78頁〕                      231,673千円（H27：343,950千円） 

南海トラフ地震等の大規模自然災害に備え、漁港海岸施設の機能強化（耐震対策）を図

るとともに、地震・津波対策の計画を策定し、防災・減災対策の新たな展開を図ります。 

また、漁港海岸施設の老朽化などを踏まえた長寿命化計画を早急に策定し、計画的な施

設整備（修繕）を図ります。 

 

 (2) 県営受託漁港海岸保全事業費             126,000千円（H27：189,000千円） 

南海トラフ地震等の大規模自然災害に備え、漁港海岸施設の機能強化（耐震対策）を行う

ため、公益上特に必要があると認める地域の堤防や護岸等について、県が市町から受託し事

業を実施します。 

 

２ 水産業の振興 

(1) 県営水産物供給基盤機能保全事業費               128,000千円（H27：210,325千円） 

県民の安全・安心の確保を図るため、漁港施設の老朽化などを踏まえた機能保全計画を早

急に策定し、災害時に本来の機能が発揮できるよう保全工事を実施します。 

  

  (2) 市町営水産物供給基盤機能保全事業費                  259,030千円（H27：178,980千円） 

県民の安全・安心の確保を図るため、漁港施設の老朽化などを踏まえた機能保全計画を早

急に策定し、災害時に本来の機能が発揮できるよう保全工事を行う市町に対して助成します。 

 

(3) 県営漁港施設機能強化事業費〔78頁〕                  267,750千円（H27：408,500千円） 

大規模地震や津波等の自然災害に備えるため、漁港の防波堤、護岸の改修や岸壁の耐震化

等の整備を実施します。 

 

 (4) 市町営農山漁村地域整備事業費             164,360千円（H27：203,270千円） 

大規模地震や津波等の自然災害に備えるため、漁港の防波堤等を整備する市町および漁村
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地域の就労環境並びに生活環境の改善を図る市町に対して支援します。 

 

  (5) 県営漁港関連道路事業費                           74,600千円（H27：209,450千円） 

       漁獲物・漁業用資材の輸送の合理化を図るため、関連道路の整備を実施します。 

 

(6) 県営水産生産基盤整備事業費                        241,400千円（H27：168,000千円） 

       水産物の生産機能の強化および緊急物資の確保を図るため、防波堤および耐震岸壁等の

整備を実施します。 

 

(7) 県営漁港施設等災害復旧事業費                        231,000千円（H27：204,750千円） 

災害により被害を受けた漁港、海岸施設の機能を、県においてすみやかに復旧します。 

 

                                          
 

漁場・漁村整備班  

    

１ 水産業の振興 

 (1) 三重の未来を紡ぎ繋げる漁業振興事業費〔78頁〕     315,000千円（H27：210,000千円） 

     青ノリ、真珠等の品質向上および海域環境の改善を図るため、英虞湾の堆積汚泥を浚渫に

より除去します。 

 

  (2) 海女漁業等環境基盤整備事業費〔79頁〕             448,900千円（H27：570,642千円） 

浅海域での多様な生物相とその再生産による自然浄化能力の再生により、海女漁業等の

漁業生産力ならびに水質浄化機能の回復や水産資源の生息場の環境改善を図るため、藻場

の造成を実施します。 

 

 ○新  (3) 伊勢湾アサリ復活プロジェクト推進事業費〔79頁〕       140,494千円（H27：-千円） 

伊勢湾漁業の主要魚種であるアサリが激減し危機的状況にある資源を復活させるため、

アサリの浮遊幼生が大量に発生する母貝場づくり、河口域に定着した稚貝の大量移殖放流

システムづくり、河川に堆積した土砂を活用した干潟や浅場の造成などを実施します。 

 

 (4) 広域漁場整備事業費                        120,750千円（H27：92,400千円） 

    漁場利用が広範囲にわたる規模の大きな魚礁や増殖場などの漁場施設の整備を図ること

により、水産資源の持続的利用と安定供給に資するため、漁場を計画的かつ一体的、大規模

に整備します。  

 

(5) 水産多面的機能発揮対策事業費                                9,358千円（H27：-千円） 

水産多面的機能を発揮させることにより、水産業・漁村の活性化を図っていくため、漁業

者等から構成される活動組織が行う干潟・藻場の再生や保全活動に対して助成します。 

 

 (6) 強い水産業づくり施設整備事業費                     231千円（H27：242千円） 

                               310,561千円(H27年度2月補正) 

水産業の健全な発展および水産物の安定供給を図るため、漁業生産基盤としての共同利用

施設等の整備を行う市町、漁業協同組合等に対して助成します。 

 

(7) 水産関係施設機能保全等支援事業費                 1,163千円（H27：2,280千円） 

地域漁業の持続的な発展を図るため、既存施設の機能保全や省力化、省エネルギー化並び



 - 58 - 

に環境対策等に係る施設整備を行う市町、漁業協同組合等に対して助成します。 

２ 水環境の保全 

  (1) 漁業集落排水整備支援事業費                   7,400千円（H27：8,300千円） 

漁村の生活環境および水域環境の改善を図るため、市町が行う漁業集落排水整備の起債償

還に対して支援します。 

 

 

水産基盤管理班  

   

１ 水産業の振興 

(1) 漁港管理費                                4,205千円（H27：4,138千円） 

県が管理する漁港および漁港海岸を安全かつ快適に利用していただけるよう、巡視による

危険箇所の確認等、適切な施設の維持管理を行います。 

 

 (2) 県単漁港改良事業費                                   76,137千円（H27：62,400千円） 

国の採択基準に満たない小規模な漁港および漁港海岸施設の改良事業を実施するとと

もに、同様の事業を実施する市町に対して助成します。 

 

 (3) 漁港・海岸維持修繕事業費                      42,451千円（H27：29,100千円） 

県が管理する漁港および漁港海岸において、漁港および海岸保全施設の小規模な維持修繕

を行います。 

 

 (4) 県単漁港環境整備事業費                      11,200千円（H27：11,000千円） 

県が管理する漁港区域内の環境を良好に維持するため、区域内の清掃・美化活動等を行

います。 

    

 (5) 県単沿岸漁場整備事業費                       24,604千円（H27：30,751千円） 
県有施設の補修・維持管理や、広域的な漁場整備又は漁場保全の計画等に関する調査研

究を行うとともに、国の採択規準に満たない小規模な事業を実施する市町等に対して助成

します。  

 

(6) 漁港海岸漂着物等処理推進事業費             2,075千円（H27：2,075千円） 

県が管理する漁港海岸において、海岸の良好な景観および環境の保全を図るため、海岸漂

着物の回収・処理を実施します。 
 

 



 

 

 

 

 

 

第３ 平成２８年度主要事業及び新規事業 
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３．フードイノベーション課 

事務事業名  みえフードイノベーション総合推進事業費（平成２６年度～） 

事業の概要 

 農林水産資源を活用して、産学官連携による新たな商品等を革新的に生み出す

「みえフードイノベーション」を推進するため、意欲ある事業者のネットワーク

化、商品開発プロジェクトの創出、人材育成、商品力強化等に総合的に取り組み

ます。また、各研究所と事業者等との連携を促進することにより、商品化につな

がる技術の開発・移転や生産体制の強化等を進めます。 

（1）みえフードイノベーション・ネットワーク運営事業 

（2）みえフードイノベーション・プロジェクト創出事業 

 ・資源活用プロジェクト支援事業 

 ・システム構築プロジェクト支援事業 

 ・産地形成・地域活性化プロジェクト支援事業 

（3）みえフードイノベーション６次産業化支援事業 

県 予 算 額  １２３，３２０千円（H27 215,204千円） 

担当課・班  フードイノベーション課 イノベーション創出支援班（059-224-2391） 

（ 備 考 ） 
 負担区分：国10/10・国1/2（６次産業化ネットワーク活動交付金、地方創生推

進交付金）、一部県費 

 

事務事業名   みえの農林水産物の魅力総合発信事業費（平成２８年度～） 

事業の概要 

伊勢志摩サミットを契機として高まる県産農林水産物の認知度をさらに向上さ

せるため、首都圏等における三重の食魅力発信やブランド力育成に取り組みます。 

（１）首都圏等での情報発信事業 

（２）ブランド力向上事業 

県 予 算 額 １８，４２１千円（H27年度2月補正） 

担当課・班  フードイノベーション課  イノベーション創出支援班（059-224-2391） 

（ 備 考 ）  負担区分：国10/10（地方創生加速化交付金） 
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事務事業名  みえジビエ拡大・活用事業費（平成２８年度～） 

事業の概要 

みえジビエの販路拡大に向け、登録事業者などによる「みえジビエ推進協議会

（仮称）」の設立や運営を支援するとともに、統一したブランドイメージによる首

都圏等でのＰＲに取り組みます。また、「みえフードイノベーション・ネットワー

ク」を活用し、企業と連携した「みえジビエ」商品の開発や販売促進に取り組みま

す。 

（１）みえジビエビジネス環境整備事業 

（２）みえジビエ首都圏等情報発信事業 

（３）みえジビエインバウンド促進事業 

県 予 算 額  10,947千円（H27年度2月補正） 

担当課・班  フードイノベーション課 イノベーション創出支援班（059-224-2391） 

（備考） 負担区分：国10/10（地方創生加速化交付金） 

 

事務事業名  戦略的ブランド化推進事業費（平成２４年度～） 

事業の概要 

特に優れた県産品とその事業者を三重ブランドとして評価・認定します。さら

に、認定審査の過程で、申請事業者取組について、強みや弱み、取り組むべき課

題などを明らかにし、フィードバックすることで事業者の育成支援につなげます。 

県 予 算 額  ２，７０４千円（H27 5,524千円） 

担当課・班  フードイノベーション課 県産品魅力アップ支援班（059-224-2395） 

（備考）  

 

事務事業名  食で生みだす絆づくり・輪づくり推進事業費（平成２４年度～） 

事業の概要 

県内農林水産物の旬のおいしさや機能性などの魅力を消費者にわかりやすく説

明することで購買意欲を高め、地産地消による地域内流通を活発にするとともに、
学校給食での県産食材の導入により、食育を推進し、農林水産業への理解醸成に
取り組みます。 
また、「人と自然にやさしいみえの安心食材表示制度」や「みえ地物一番の日」

キャンペーンに関する情報発信を行うことで、食の絆（信頼）の醸成を進め、県
民の県産品に対する満足度の向上に努めます。 

県 予 算 額  １，６０４千円（H27 3,022千円） 

担当課・班  フードイノベーション課 県産品魅力アップ支援班（059-224-2395） 

（備考）  負担区分：一部国10/10・1/2（地域食文化魅力再発見食育推進事業費） 
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事務事業名   みえの食バリューチェーン構築事業費（平成２７年度～） 

事業の概要 

消費者ニーズに対応した付加価値の高い三重の食の提供を通じ、食に関わる産業

の発展につなげるため、生産から加工、流通、販売に至る事業者間の連携の強化・

拡大を図り、本県での食産業の集積を促すための事業環境整備とあわせ、ＩＣＴや

ビッグデータの活用に取り組みます。 

また、先進的な取組を行う国内外地域との連携を強化し、食産業のさらなる振興

につなげます。 

（1）バリューチェーンの形成に向けた推進体制整備事業 

（2）ＩＣＴ事業環境整備事業 

（3）バリューチェーン形成プロジェクト事業 

（4）地域間連携促進事業 

県 予 算 額 １１，６８９千円（H27年度 25,008千円） 

担当課・班  フードイノベーション課  県産品魅力アップ支援班（059-224-2395） 

（ 備 考 ）  負担区分：国1/2（地方創生推進交付金） 

 
5.担い手支援課 
 

事務事業名 地域活性化プラン推進事業費（平成２３年度～） 

事業の概要 

地域の農業者をはじめさまざまな関係者の創意工夫のもと、農地、景観、文化、
人材など、地域資源を有効活用する取組へのスタートアップと実践を支援するこ
とで、農産物の高付加価値化や地域の取組の発展、人材の確保・育成等の新たな
価値創出につながる取組を進める集落や産地等の育成を行います。 
（1）地域活性化プラン策定支援推進事業 
（2）地域活性化プランスタートアップ促進事業 

県 予 算 額 ３，９３８千円（H27 7,344千円） 

担当課・班 担い手支援課 農業活性化推進班 (059-224-2016） 

（備考）  

 
事務事業名  中山間地域農業を起点とした雇用創出プロジェクト事業費（平成２７年度～） 

事業の概要 

 中山間地域における「地域資源活用型の雇用の創出」および「農村生活サポート

サービスの実践」に係るモデル地域において、中山間地域農業を起点とした雇用の

創出などを図るとともに、モデル地域以外での新たな就業機会の創出につながる基

礎的な取組へのチャレンジを推進します。 
（1）中山間地域農業雇用創出プロジェクト推進事業 
（2）農業を起点とした雇用創出モデルプロジェクト事業 

（3）中山間地域農村地域団体スタートアップ促進事業 

 

 
 

県 予 算 額  ２４，７００千円（H27年度２月補正） 

担当課・班  担い手支援課 農業活性化推進班（059-224-2016） 

（備考） 負担区分:国10/10（地方創生加速化交付金） 
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事務事業名  若者農村移住チャレンジ応援事業費（平成２８年度～） 

事業の概要 

 都市部の若者等の農村への移住を促進するため、「農業・農村資源の活用によ
る農村での多様な働き方実践モデル」の創出や都市部の若者等へのＰＲ、支援体
制の構築に向けたワークショップの開催等に取り組みます。 
（１）農業・農村資源の活用による農村での多様な働き方実践モデルの創出 
（２）都市部の若者等への農村移住のＰＲ 
（３）ワークショップ・フォーラムの開催 

県 予 算 額  ８，２５０千円（H27年度２月補正） 

担当課・班  担い手支援課 農業活性化推進班（059-224-2016） 

（備考） 負担区分:国 10/10（地方創生加速化交付金） 

 

事務事業名  農山漁村新規ビジネス創出人材育成・確保事業費（平成２７年度～） 

事業の概要 

 農山漁村を活性化するため、新規ビジネスへの就業希望者と新規ビジネス展開
に意欲的な農業法人等を公募・マッチングし、農業法人等において実践的な訓練
を実施することで、地域資源を活用した新商品開発、販路の開拓、農家民宿やレ
ストラン等の新規ビジネスを創出する人材を育成し、地域への定着を図ります。 
（1）人材の募集・農業法人等とのマッチングの実施 
（2）専門研修、雇用型訓練の実施 

県 予 算 額  １５，５３１千円（H27 12,130千円） 

担当課・班  担い手支援課 農業活性化推進班 (059-224-2016） 

（備考） 負担区分：国10/10 (委託費) 

 

事務事業名  農業技術高度化研究開発推進事業費（平成２５年度～） 

事業の概要 

 国等から交付される競争的研究資金を活用し、他の公設試験研究機関等と連携
しながら、県内農業の振興に生かすことのできる高度な技術課題を解決するため
の研究開発に取り組みます。 
 （継続課題：２４課題、新規課題：２６課題） 
＜代表例＞ 
・ICTを用いた総合的技術による農と林が連動した持続的獣害対策体系の確立 
・種子繁殖型イチゴ品種「よつぼし」の全国展開に向けた省力栽培体系とICT
による生産者ネットワークの確立 

・新たな販売形態「粒ブドウ」出荷を実現する省力生産および流通・貯蔵技術
の確立 

県 予 算 額  １４４，３５２千円（H27 152,193千円） 

担当課・班  担い手支援課 農業活性化推進班（059-224-2016） 

（備考） 農業研究所（0598-42-6354）が実施 
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事務事業名  畜産業技術高度化研究開発推進事業費（平成２５年度～） 

事業の概要 

 国等から交付される競争的研究資金を活用し、他の公設試験研究機関等と連携
しながら、県内畜産業の振興に生かすことのできる高度な技術課題を解決するた
めの研究開発に取り組みます。 
 （継続課題：２課題、新規課題：１課題） 
・栄養収量の高い国産飼料の低コスト生産・利用技術の開発 
・家畜の生涯生産性向上のための育種手法の開発 
・飼料用米を活用した肉用鶏初生雛の成長促進技術の開発 

県 予 算 額  ６，２９０千円（H27 2,182千円） 

担当課・班  担い手支援課 農業活性化推進班 (059-224-2016） 
 
 

（備考） 畜産研究所（0598-42-2029）が実施 

 

事務事業名 農業経営基盤強化促進事業費のうち経営体育成支援事業費（平成２５年度～） 

事業の概要 
 人・農地プランおよび経営体育成支援計画が作成された地域の中心経営体等に対
し、農業用機械・施設等の導入を支援します。（事業実施主体：市町） 

助成対象等  地域の中心経営体（補助金の交付先：市町） 

県 予 算 額  ４４，１７０千円（H27 44,260千円） 

担当課 ･班   担い手支援課 経営体支援班（059-224-2354） 

（ 備 考 ）  負担区分:国10/10 補助率：3/10以内 

 

事務事業名 
農業経営基盤強化促進事業費のうち 
担い手確保・経営強化支援事業費[ＴＰＰ対策]（平成２８年度～） 

事業の概要 
 人・農地プランを策定し農地中間管理事業を活用した地域の認定農業者等に対し
て、農業用機械・施設等の導入を支援します。（事業実施主体：市町） 

助成対象等  農地中間管理事業を活用した地域の認定農業者等（補助金の交付先：市町） 

県 予 算 額  ６０，０６０千円（H27 ― 千円） 

担当課 ･班   担い手支援課 経営体支援班（059-224-2354） 

（ 備 考 ）  負担区分:国10/10 補助率：5/10以内 

 

事務事業名 
 農用地利用集積特別対策事業費のうち 
人・農地プラン作成事業、機構集積協力金（平成２４年度～） 

事業の概要 

 市町が行う人・農地プランの作成活動に要する経費への助成および人・農地プラ
ンに位置づけられた中心経営体への農地集積に協力する者に対して、市町を通じて
協力金を交付します。 

助成対象等  市町、農地集積に協力する者（要件あり） 

県 予 算 額 ３５６，４３０千円（H27 546,600千円） 

担当課 ･班   担い手支援課 経営体支援班（059-224-2354） 

（ 備 考 ）  負担区分：国10/10・1/2 補助率：定額 
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事務事業名  農地中間管理機構事業費（平成２６年度～） 

事業の概要 

「農地中間管理事業の推進に関する法律」に基づき、農地の中間受け皿となる農地

中間管理機構が行う、農地の賃貸借等を通じた農地利用の再配分を進めること等によ

り、担い手への農地集積・集約化等を促進します。 

助成対象等  （公財）三重県農林水産支援センター 

県 予 算 額  １２１，８２６千円（H27 249,653千円） 

担当課 ･班   担い手支援課 経営体支援班（059-224-2354） 

（ 備 考 ）  負担区分：国10/10～7/10 補助率：定額 

 

事務事業名  みえの企業等の農業参入による地方創生モデル事業費（平成２７年度～） 

事業の概要 

中山間地域等条件不利地への農業参入を促進するため、企業や農協出資型法人

等が農業への新規参入や規模拡大を行うにあたり、雇用創出や遊休農地の解消な

どに取り組む場合、必要な初期投資経費を支援します。 

助成対象等 企業、農協出資型法人等（新規雇用、遊休農地解消計画等の要件あり） 
県 予 算 額 １０，０５０千円（H27年度2月補正） 

担当課 ･班 担い手支援課 経営体支援班、農協班（059-224-2354） 

（ 備 考 ） 負担区分：国10/10（地方創生加速化交付金）  補助率：1/4以内 
 

事務事業名  園芸産地における障がい者雇用の促進事業費（平成２７年度～） 

事業の概要 

農業と福祉の新たな連携方策である施設外就労（農業経営体による福祉事業所

への作業受委託）を推進することで、障がい者を受け入れる際の不安を解消でき

る就労環境（体制）を整備し、就労機会を創出します。 

（1） 農業ジョブトレーナーのスキルアップ研修 

（2）雇用型就労体験等の実施 

（3）農業ジョブトレーナーの登録・認証制度に関する提案 等 

県 予 算 額 ７，１４８千円（H27 8,910千円） 

担当課 ･班 担い手支援課 経営体支援班（059-224-2354） 

（ 備 考 ） 負担区分：国10/10 （委託費） 
 

事務事業名  農業と福祉の新たな連携創出事業費（平成２８年度～） 

事業の概要 

 農業経営体による福祉事業所への作業委託などを促進するため、研修会や交流
会等の開催により、農業経営体の意識啓発と福祉事業所とのマッチングを進める
とともに、現地実証を通じ支援マニュアルの整備に取り組みます。 

県 予 算 額  ２，４６５千円（H27年度2月補正） 

担当課 ･班 
 

 担い手支援課 経営体支援班（059-224-2354） 

（ 備 考 ）  負担区分：国10/10（地方創生加速化交付金） 
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事務事業名  新規就農者総合支援事業費（平成２４年度～） 

事業の概要 

国の「新規就農・経営継承総合支援事業」を活用し、就農に向けた研修を受け
る就農希望者や就農５年目までの新規就農者に給付金を給付することで、青年の
就農意欲の喚起と就農後の定着を図ります。 
（1）就農に向けて県が認める研修機関、先進農家又は先進農業法人において研修

を受ける者に対する青年就農給付金〔準備型〕の給付（事業実施主体：県） 
（2）市町が策定する人・農地プランに位置づけられるなどした就農５年目までの

新規就農者に対して青年就農給付金〔経営開始型〕を給付する市町に対する
給付金および活動費の補助（事業実施主体：市町） 

 

助成対象等  就農のための研修を行う就農希望者（要件あり）、市町 

県 予 算 額 ２５４，５８１千円（H27 279,887千円） 

担当課 ･班  担い手支援課 担い手育成班（059-224-2354） 

（ 備 考 ）  負担区分：国10/10 補助率：定額 
 

事務事業名  就労体験を通じた農業就労の促進事業費（平成２７年度～） 

事業の概要 

６次産業化などの新たなチャレンジや、雇用型法人として経営発展をめざす県内

の意欲ある農業経営体において、学生を従業員として受け入れる長期就労体験の取

組を行うことで、学生が職業として農業が持つ魅力を体感・発見し、将来の農業へ

の就労に向けたキャリア形成の円滑なスタートを促します。 

 

（1）委託事業（4,105千円） 

 ・農業経営体等と学生等の募集とマッチング 

 ・雇用契約による就労体験の実施等 

（2）県推進事業（164千円） 

 
県 予 算 額 ４，２６９千円（H27 5,342千円） 

担当課 ･班 担い手支援課 担い手育成班（059-224-2354） 

（ 備 考 ） 負担区分：国10/10 (委託費) 
 

事務事業名  農業経営の核となる人材の育成・確保事業費（平成２７年度～） 

事業の概要 

農業関係団体等と連携して、経営感覚豊かな人材を育成する専門研修を実施する

とともに、大規模経営体や６次産業化に取り組む農業法人等において雇用型訓練を

実施し、農業経営の核となる人材の育成・確保を図ります。 

（1）委託事業（21,042千円） 

 ・研修受入法人等と研修希望者の募集とマッチング 

・雇用型訓練、専門研修の実施等 

（2）県推進事業（183千円） 

 

 

 
 

県 予 算 額 ２１，２２５千円（H27 14,645千円） 

担当課 ･班 担い手支援課 担い手育成班（059-224-2354） 

（ 備 考 ） 負担区分：国10/10 （委託費） 
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事務事業名  みえの輝く女性就農実現支援事業費（平成２７年度～） 

事業の概要 

育児等で離職した女性の就農促進に向け、仕事と子育て等の両立ができる働き

方の工夫などに取り組む地域活動等を支援するとともに、農業法人等における育

児期からの就労開始プログラムの開発・実証を行います。 

 

（1）農業との出会いプロジェクト活動支援事業（2,004千円） 

（2）育児期の就労開始プログラム開発・実証事業（4,040千円） 

 
県 予 算 額 ６，０４４千円（H27年度2月補正） 

担当課 ･班 担い手支援課 担い手育成班（059-224-2354） 

（ 備 考 ）  負担区分：国10/10 （地方創生加速化交付金） 
 

事務事業名  三重の農業若き匠の里プロジェクト推進事業費（平成２８年度～） 

事業の概要 

産学官連携による実行会議を設置し、新規就農者のキャリアアップや創業を促す

支援スキームを検討するとともに、農業大学校の教育課程と連動した訓練・実習等

の受入農業者の研修環境を整備することで、産学官が連携した若き農業ビジネス人

材を育成する仕組みをパッケージとして構築します。 

 

（1）「三重の農業若き匠の里プロジェクト実行会議」等設置事業（2,801千円） 

・実行会議の開催 

  ・「三重の農業若き匠の里創生ファンド（仮称)」等の創設検討 

（2）若き農業ビジネス人材育成環境整備事業（4,852千円） 

  ・新規就農研修プログラムの開発・実証（委託事業） 

 

県 予 算 額 ７，６５３千円（H27年度2月補正） 

担当課 ･班 担い手支援課 担い手育成班（059-224-2354） 

（ 備 考 ） 負担区分：国10/10 （地方創生加速化交付金） 

 

6.農産物安全課 

事務事業名 農業環境価値創出事業費（平成２３年度～） 

事業の概要 

低炭素化農業や生物多様性保全を目指した営農活動を支援します。また、生産

現場の取組に対する県民の理解向上を進めるとともに、環境価値を高め、農産物

の高付加価値化を図ります。 

（1）環境保全型農業直接支払い事業 

地球温暖化防止、生物多様性保全に効果の高い農業生産方法を取り入れる農

業者に対し一定額を支援します。 

（2）農業環境価創出支援事業 

地球温暖化防止、生物多様性保全に効果の高い新しい営農技術を開発し、環

境価値をセールスポイントとして活用できる営農技術体系を提示します。 

助成対象等 市町等 

県 予 算 額 １９，４６０千円（H27 19,071千円） 

担当課・班 農産物安全課 環境農業班（059-224-2543） 
 

（備考） 

負担区分：  

（１）国1/2（環境保全型農業直接支払交付金）、県・市町1/2 

（２）県費 
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事務事業名  農産物検査適正実施推進事業費（平成２８年度～） 

事業の概要 

 農産物検査法に基づき、地域登録検査機関の新規登録、登録更新等の事務お
よび農産物検査結果報告の受理や国への報告の事務等を行うとともに、適正な
検査が行われるよう地域登録検査機関への監視指導を行い、農産物の公正かつ
円滑な取引等に繋げます。 

県 予 算 額  ５０４千円（H27 －千円） 

担当課・班  農産物安全課 食の安全・安心班（059-224-3154） 

（備考）  負担区分：県費、手数料 

 

7.農産園芸課 
事務事業名  輸出対応型産地育成支援事業費（平成２７年度～） 

事業の概要 
園芸特産物の輸出を促進するため、果樹の海外マーケットでのプロモーション

活動の展開や輸出相手国の基準に適した茶の防除技術の開発、ＪＧＡＰの取得促
進などに取り組み、海外販路開拓に必要な環境整備を支援します。 

県予算額 ３，６５４千円（H27 11,246千円） 

担当課・班  農産園芸課 園芸特産振興班（059-224-2808） 

（備考）  負担区分：国 1/2（地方創生推進交付金） 

 

事務事業名 首都圏と海外への伊勢茶ブランド展開推進事業費（平成２８年度～） 

事業の概要 

伊勢志摩サミットの開催により世界的に注目されている好機を生かし、伊勢茶
の知名度向上を図るため、首都圏でのＰＲ活動や米国におけるマーケット調査お
よびプロモーション活動等を展開します。 

県 予 算 額 ８，８８８千円（H27年度2月補正） 

担当課・班  農産園芸課 園芸特産振興班（059-224-2808） 

（備考）  負担区分：国10/10（地方創生加速化交付金） 
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8.畜産課 
事務事業名  三重の畜産成長産業化促進事業費（平成２６年度～） 

事業の概要 

畜産経営環境が厳しさを増すなか、畜産業の成長産業化を図るため、受精卵移
植技術を用いた和子牛生産技術等の開発と普及拡大による酪農経営の多角化、未
利用資源の飼料給与技術に関する研究と普及による養豚経営の低コスト化、畜産
クラスターのシステム構築等を通じた飼料用米、稲ＷＣＳなど県内産飼料の生
産・利用拡大に取り組みます。 

県 予 算 額 ２５７，２２１千円（H27 119,235千円） 

担当課・班 畜産課 畜産振興班（059-224-2541） 

（備考）  負担区分：県費、一部国10/10 

 

事務事業名  高収益型畜産連携体育成事業費（平成２８年度～） 

事業の概要 

和牛肥育素牛の確保を進めるため、和牛繁殖基盤の強化を支援するとともに、
畜産業の持続的発展に向け、畜産経営体を核とし、耕種農家や関連事業者等が連
携する高収益型畜産連携体育成に取り組みます。 

県 予 算 額 ２，８９４千円（H27年度2月補正） 

担当課・班 畜産課 畜産振興班（059-224-2541） 

（備考）  負担区分：国10/10（地方創生加速化交付金） 

 

事務事業名  雇用力のある畜産経営体育成事業費（平成２８年度～） 

事業の概要 
需要に応じた畜産物の生産基盤の強化を図り、中山間地域における雇用の創出

につなげるため、地鶏等に係る生産性向上やブランド力向上などに取り組みます。 

県 予 算 額 ３，１１４千円（H27 - 千円） 

担当課・班 畜産課 畜産振興班（059-224-2541） 

（備考）  負担区分：国1/2（地方創生推進交付金） 

 

事務事業名 海外市場向け三重県産ブランド牛肉輸出モデル事業費（平成２６年度～） 

事業の概要 
米国への県産ブランド牛肉輸出の定着を図るため、米国内にコーディネーター

を設置し、入荷情報の発信等きめ細かなフォローアップを行います。 

県 予 算 額 ６，９２８千円（H27 21,403千円） 

担当課・班 畜産課 畜産流通班（059-224-2512） 

（備考）  負担区分：国1/2（地方創生推進交付金） 
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事務事業名 三重の畜産物海外輸出チャレンジ促進事業費（平成２８年度） 

事業の概要 
畜産物輸出への取組を促進するため、県内畜産関係者の輸出戦略づくりや海外

市場開拓のためのチャレンジを支援します。 

県 予 算 額 ４，４００千円（H27年度2月補正） 

担当課・班 畜産課 畜産流通班（059-224-2512） 

（備考）  負担区分：国10/10（地方創生加速化交付金） 

 

事務事業名  家畜衛生管理能力アップ事業費（平成２６年度～） 

事業の概要 

畜産農家にとってリスクとなる疾病等の要因を低減させるため、採卵鶏農家お

よび養豚農家を対象とした農場ＨＡＣＣＰ認証制度手法に基づく衛生管理体制を

構築し、畜産経営の安定化と畜産物の安全:安心の確保に努めます。 

 

県予算額 ４，１９４千円（H27 8,407千円） 

担当課・班  畜産課 家畜衛生班（059-224-2544） 

（備考）  負担区分：国 1/2 

 

事務事業名  三重の畜産女性活躍促進事業費（平成２８年度） 

事業の概要 

畜産に関わる女性の経営管理能力や飼養管理能力、マーケティング等のスキル

アップに資する研修会等を開催するとともに、畜産女性ネットワークの強化・連

携を進めていくことで、女性の活躍を促進し、本県畜産業の成長産業化につなげ

ます。 

県予算額 ４，０００千円（H27年度 2月補正） 

担当課・班  畜産課 家畜衛生班（059-224-2544） 

（備考）  負担区分：国 10/10（地方創生加速化交付金） 

 

9.農業基盤整備課  
事務事業名       海岸保全施設整備事業費（平成２０年度～） 

事業の概要       
海岸保全区域内で高潮、波浪、津波侵食等による被害を防止するため、堤

防、樋門等の新設、改修を行います。 

県 予 算 額       １４９，１００千円（H27 100,485千円） 

担当課・班 農業基盤整備課 農地防災班（059-224-2604） 

（ 備 考 ）       負担区分：国1/2（離島55/100) 
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事務事業名       県営ため池等整備事業費（平成２４年度～） 

事業の概要       
 老朽化等により脆弱になった農業用用排水施設について、機能が確保出来
ない事に起因する農地や人家等への災害を未然に防止するため、施設の整備
を行い県民の生命・財産を守ります。 

県 予 算 額       
２５４，２５０千円（H27 316,051千円） 
 ７１，２００千円（H27年度2月補正） 

担当課・班 農業基盤整備課 農地防災班（059-224-2604） 

（ 備 考 ）       負担区分：国1/2（中山間地域55/100） 

 

事務事業名       基幹土地改良施設防災機能拡充保全事業費（平成２４年度～） 

事業の概要       

 県内には基幹的役割を果たす排水機場等の土地改良施設が多数ありますが
、局地的な集中豪雨や地震時にはこれらの施設がネック点となり、農地や人
家等に多大な浸水被害を起こすことが想定されます。これらの施設について
調査および改修・更新を行い施設の排水機能向上を図り、浸水被害等の被災
を軽減し県民の安全を確保します。 

県 予 算 額       
５４０，４２３千円（H27 624,265千円） 
１１９，１００千円（H27年度2月補正） 

担当課・班 農業基盤整備課 農地防災班（059-224-2604） 

（ 備 考 ）       負担区分：国1/2（中山間地域55/100） 

 

事務事業名       命と暮らしを守る農道保全対策事業費（平成２８年度～） 

事業の概要       
災害時の緊急避難路および物資の輸送路を確保するため基幹となる農道に

ついて、老朽化した路面や法面の保全対策、安全対策を実施します。 

県 予 算 額       ２９７，９５０千円(H27 ― 千円) 

担当課・班 農業基盤整備課 農地防災班（059-224-2604） 

（ 備 考 ）       負担区分：国1/2 

 

事務事業名       高度水利機能確保基盤整備事業費（平成２３年度～） 

事業の概要       
 農地の集積、大規模営農に取り組む意欲ある農業経営体の効果的な営農の
実現に向け、用水路のパイプライン化等、高度な水利機能の確保に向けた生
産基盤の整備に計画的に取り組みます。 

県 予 算 額       
９３０，４４２千円（H27 1,614,207千円） 

２，１９７，６８６千円（H27年度2月補正） 

担当課・班 農業基盤整備課 国営調整水利班（059-224-2554） 

（ 備 考 ）       負担区分：国1/2（中山間地域55/100） 

 

事務事業名       県営かんがい排水事業費（平成元年度～） 

事業の概要       
農業生産の基礎となる農業用水の確保、適期・適量供給および農地排水の改

良を図るため、水田、畑等における基幹的な農業水利施設の整備・更新を行い

ます。 

県 予 算 額       
６５６，３１１千円（H27 1,013,600千円） 
４２０，０００千円（H27年度2月補正） 

担当課・班 農業基盤整備課 国営調整水利班（059-224-2554） 

（ 備 考 ）       負担区分：国1/2（中山間地域55/100） 
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事務事業名       基幹農業水利施設ストックマネジメント事業費（平成１９年度～） 

事業の概要       
国営又は県営土地改良事業により造成されたダム、頭首工、機場、幹線水

路等の基幹的施設について緊急に必要な補強工事を行うことにより、施設の
機能の維持および安全性の確保を図ります。 

県 予 算 額       
４８８，５３２千円（H27 481,265千円） 
２２５，２５０千円（H27年度2月補正） 

担当課・班 農業基盤整備課 国営調整水利班（059-224-2554） 

（ 備 考 ）       負担区分：国1/2（中山間地域55/100） 

 

10.農山漁村づくり課  
事務事業名       三重まるごと自然体験促進事業費（平成２７年度～） 

事業の概要       

豊かな自然を体験という形で生かし、国内外から人を呼び込み交流の拡大
を図るため、自然体験活動の実践者等に対し、人材の育成、新たな自然体験
プログラムの開発を支援するとともに、誘客イベントの開催、市町や活動団
体、民間企業と連携した情報発信に取り組みます。 
(1)自然体験推進体制強化事業 
(2)自然体験人材育成事業 

 (3)自然体験プログラム実践事業 
 (4)自然体験情報発信事業 
 

県 予 算 額       ２２，２１８千円（H27  21,766千円） 

担当課・班 農山漁村づくり課 農山漁村活性化班（059-224-2518） 

（ 備 考 ）       負担区分：国1/2（地方創生推進交付金） 

 

事務事業名       農山漁村観光創出促進事業費（平成２８年度～） 

事業の概要       

農山漁村地域への誘客促進を図るため、周辺地域や既存の観光資源と連携し

た観光メニューを創出できる人材を育成するとともに、地域観光をプロデュースす

る組織を支援します。 

  (1)農山漁村観光プロデュース研修、インストラクター派遣の実施 

  (2)モデルコース設定、ガイドブック作成の支援 

 

県 予 算 額        ９，７３１千円（H27  －千円） 

担当課・班 農山漁村づくり課 農山漁村活性化班（059-224-2518） 

（ 備 考 ）       負担区分：国1/2（地方創生推進交付金） 

 

事務事業名       移住促進に向けた農山漁村魅力発信事業費（平成２８年度～） 

事業の概要       

県内外の若者等の農山漁村への移住促進を図るため、農林漁業体験や既移住

者の体験を聞くツアーを実施するとともに、農山漁村の体験受け入れ体制づくりを

支援します。 

(1)農林漁業体験プログラムツアーの実施 

(2)体験受け入れ体制整備にかかるアドバイザー派遣の実施 

県 予 算 額        ３，４３９千円（H27  －千円） 

担当課・班 農山漁村づくり課 農山漁村活性化班（059-224-2518） 

（ 備 考 ）       負担区分：国1/2（地方創生推進交付金） 
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事務事業名       多面的機能支払事業費（平成２６年度～） 

事業の概要       

国土の保全、水源のかん養、良好な景観形成など農業・農村地域の多面的
機能を発揮させるため、農地、農業用水路、農道等の地域資源の維持保全活
動、生態系の保全活動、景観形成活動、農業用施設の長寿命化のための活動
に取り組む地域の活動組織に対し支援します。 

県 予 算 額       １，０６９，１０３千円（H27  1,162,763千円） 

担当課・班 農山漁村づくり課 農地水保全班（059-224-2551） 

（ 備 考 ）       負担区分：国1/2（一部 10/10） 

 

事務事業名       中山間地域等直接支払事業費（平成２７年度～） 

事業の概要       
生産条件が不利な中山間地域等の農地の耕作放棄を未然に防止するため、平

地地域との生産条件格差の一定額を農業者等に直接交付します。 

県 予 算 額       ２２１，１０２千円（H27  216,384千円） 

担当課・班 農山漁村づくり課 農地水保全班（059-224-2551） 

（ 備 考 ）       負担区分：国（関係５法地域1/2）（知事特認地域1/3） 

 

事務事業名       県営中山間地域総合整備事業費（平成７年度～） 

事業の概要       
 中山間地域の活性化と集落機能の維持・強化を図るため、農業用排水路な
どの農業生産基盤整備と集落道路等の農村生活環境整備を総合的に実施しま
す。 

県 予 算 額       ３８５，０１０千円（H27 595,900千円） 

担当課・班 農山漁村づくり課 農村環境づくり班（059-224-2602） 

（ 備 考 ）       負担区分：国55/100 

 

12.獣害対策課 
事務事業名 獣害対策推進体制強化事業費（平成２８年度～) 

事業の概要 

獣害対策に取り組む集落の確保・育成や地域の持続的な捕獲体制の構築支援、指

導者育成講座による人材の育成、獣害対策技術の開発など、獣害対策の強化に向け

た「体制づくり」を進めます。 
（1）獣害につよい集落体制づくりの推進 

（2）集落を指導する人材の育成 
（3）「獣害につよい三重づくりフォーラム」の開催 

（4）「獣害につよい集落」等優良活動表彰の実施 
（5）防護柵を一体的に活用したニホンジカの効率的な捕獲技術の実証 
（6）ＷｅｂＧＩＳを用いた住民の情報発信によるサルの追い上げの実証 
 

県 予 算 額 １４，２０９千円 （H27 －千円） 

担当課・班   獣害対策課 被害対策班   （059-224-2017） 

（備考） 負担区分：国（定額）    
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事務事業名 条件不利地における獣害防除支援事業費（平成２８年度～） 

事業の概要 

南部地域等の条件不利地において、新規就農や高収益作物等を導入する場合に、

獣害防止設備等の設置支援や、集中的な有害獣の捕獲を行うことで、安心して農

業に取り組める環境を整備します。 

（1）獣害防止設備等の設置に対する補助 

（2）集中的な捕獲活動の実施 

県 予 算 額 ２２，５２９千円（H27年度2月補正） 

担当課・班 獣害対策課 被害対策班   （059-224-2017） 

（備考） 負担区分：国（定額～1/2）（地方創生加速化交付金） 

 

13.森林・林業経営課  

事務事業名       特定水源地域適正管理推進事業費 （平成２８年度～） 

事業の概要       

特定水源地域の適正な管理を推進するため、モデルとなる特定水源地域に
おいて、森林所有者や整備の実施状況等の調査を実施するとともに、森林所
有者等を対象とした意見交換会を開催し、特定水源地域の保全と管理につい
ての課題や対応策を検討します。また、こうした取組結果の県内への普及を
促進します 

県 予 算 額       ２７０千円（H27 －千円） 
担当課・班 森林・林業経営課 森林計画班（059-224-2564） 

（ 備 考 ）        

 

事務事業名       森林資源情報管理システム再構築事業費 （平成２８年度） 

事業の概要       

森林簿を含む森林資源情報等を一元的に管理する、森林資源情報管理シス
テム（森林ＧＩＳ）の再構築を行います。 
・データ整備 
・システム改修整備 等 

県 予 算 額       ２８，８８３千円（H27 －千円） 
担当課・班 森林・林業経営課 森林計画班（059-224-2564） 

（ 備 考 ）        

 

事務事業名       林業分野における福祉との連携推進事業費 （平成２８年度～） 

事業の概要       

林業分野において福祉との連携を進めるため、林業事業者等に対する勉強
会の開催や連携可能な福祉事業者の実態調査を行うとともに、障がい者の就
労体験を通じた作業内容等の改善点の洗い出しを行います。 

県 予 算 額       １，０２６千円（H27 －千円） 
担当課・班 森林・林業経営課 林業経営班（059-224-2563） 

（ 備 考 ）       負担区分：国1/2（地方創生推進交付金） 
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事務事業名       地域に活力を与える林業生産体制整備事業費 （平成２８年度～） 

事業の概要       

低コスト造林を効果的に推進するため、コンテナ苗等の生産体制の整備に
取り組みます。また、自伐型林業を活性化し、自立的な森林整備を促進する
ため、森林所有者等へ技術支援を行います。 
(1)低コスト造林支援種苗確保事業 
(2)自伐型林業活動促進事業 

県 予 算 額       ５，３１５千円（H27年度2月補正） 

担当課・班 
森林・林業経営課 林業普及班、林業経営班 

（059-224-2991）（059-224-2563） 

（ 備 考 ）       負担区分：国10/10（地方創生加速化交付金） 

 

事務事業名       豊かな森と地域を担う人づくり事業費 （平成２８年度～） 

事業の概要       

森林・林業のあるべき将来像や地域を担う人材およびその育成体制につい
て「林業大学校」の設置を含めた検討を行うとともに、新規就業者や既就業
者等を対象に、森林・林業の知識や技術を習得するための研修・講座を開講
します。 
(1)豊かな森と地域を担う人材育成検討事業 
(2)林業講座「もりびと塾」開講事業 

県 予 算 額       ６，７６０千円（H27年度2月補正） 
担当課・班 森林・林業経営課 林業普及班（059-224-2991） 

（ 備 考 ）       負担区分：国10/10（地方創生加速化交付金） 

 

事務事業名       森林・林業躍進プロジェクト事業費 （平成２７年度～） 

事業の概要       

素材生産量の増大と県産材の需要拡大による林業の活性化を図るため、木
の駅プロジェクトの取組拡大や架線集材等の高い技術を持った人材の育成、
東紀州地域からの木質バイオマス運搬経費や県産材の新用途開拓に向けた支
援など、川上から川下までの対策に一体的に取り組みます。 
（1）自伐林家の意欲向上に向けた木の駅プロジェクト推進事業 
（2）集材技術者育成支援事業 
（3）システム販売推進事業 
（4）木質バイオマス搬出支援事業 
（5）県産材需要拡大促進事業  

県 予 算 額       ８，３０１千円（H27 12,437千円） 

担当課・班 
森林・林業経営課 林業普及班、林業経営班、木材利用推進班 

（059-224-2991） （059-224-2563） (059-224-2565) 

（ 備 考 ）        

 

事務事業名       県産材輸出促進事業費 （平成２７年度～） 

事業の概要       

木材の輸出促進を図るため、三重県農林水産物・食品輸出促進協議会が行
う輸出促進にかかる取組を支援します。 
・内装材用原木の新たな販路開拓のために試験輸出（中国、台湾向け） 
・原木供給事業者が行う輸出用原木の選別、仕分け経費支援 

県 予 算 額       １，００６千円（H27 2,570千円） 
担当課・班 森林・林業経営課 林業経営班（059-224-2563） 

（ 備 考 ）       負担区分：国10/10（地方創生加速化交付金） 
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14.治山林道課 

事務事業名       県単治山施設機能強化事業費（平成２８年度～） 

事業の概要       
 過去に整備した治山施設について、その施設を有効活用して機能強化を図
るとともに、経年劣化等により機能低下が危ぶまれる施設の点検およびその
結果に基づく補修・改修を行います。 

県 予 算 額       １６，９７５千円（H27  －千円） 

担当課・班 治山林道課 治山班（059-224-2575） 

（ 備 考 ）        

 

事務事業名       林道長寿命化促進事業費（平成２８年度～） 

事業の概要       
林道橋梁の長寿命化を図るため、機能が低下した林道橋梁について、点検

診断と診断結果に基づく橋梁の補強および更新等を支援します。 

県 予 算 額       ７０，４７０千円（H27  －千円） 

担当課・班 治山林道課 林道班（059-224-2574） 

（ 備 考 ）       
 負担区分：国1/2、県0/10～1/10 

その他4/10～5/10 

 

15.みどり共生推進課  

事務事業名 伊勢志摩国立公園指定７０周年記念事業費 （平成２７年度～） 

事業の概要 

平成 28年に指定 70周年を迎える伊勢志摩国立公園において、「全国エコツ

ーリズム大会」の開催や国内外への情報発信等に取り組み、国立公園が誇る

美しい自然や豊かな伝統・文化を資源としたエコツーリズムの取組を促進し

ます。 

県 予 算 額 １０，０００千円 （H27 42,029千円） 
担当課・班 みどり共生推進課 自然公園班（059-224-2627）  

（備 考）  負担区分：国1/2 （地方創生推進交付金） 

 

16.水産資源課 
事務事業名         海女の所得向上支援事業費（平成２８年度～） 

事業の概要       
 
 

海女漁業や海女文化の振興による地域活性化を目的に海女自身が参加し、
関係市、県、関係機関等とともに設立された海女振興協議会の活動を支援し
ます。具体的には、海女振興協議会が行う海女漁獲物の加工等に係る研修会
、海女漁獲物を使った料理教室、消費者へのPRイベント等を支援の対象とし
ます。 

県 予 算 額         １，７７１千円（H27年度2月補正） 

担当課・班  水産資源課 水産増殖班（059-224-2584） 

（ 備 考 ）       負担区分：国10/10（地方創生加速化交付金） 
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事務事業名         養殖経営強化支援事業費（平成２８年度～） 

事業の概要       

養殖業が重要産業である南部地域において、作業の共同化による生産性の
向上、収益増等につながる取組を行うグループを支援します。 

事業主体：3名以上の養殖業者グループ（過半数が養殖業者であること） 

負担区分：県1/2、事業実施主体1/2（3～5名のグループは500千円、6名以
上のグループは750千円を上限に補助） 

県 予 算 額         ２，８９９千円（H27年度2月補正） 

担当課・班  水産資源課 水産増殖班（059-224-2584） 

（ 備 考 ）       負担区分：国10/10（地方創生加速化交付金） 

 

事務事業名         三重ノリ生産・販売体制構築事業費（平成２８年度～） 

事業の概要       

本県の重要な漁業種類の一つである黒ノリ養殖に関して、差別化された商
品づくりとノリ生産県としての認知度向上を目指し、アサクサノリの採苗、
種苗管理、生産指導等の生産体制構築およびアサクサノリを含む県産黒ノリ
の販売戦略構築に向けた取組を支援します。 

県 予 算 額         １，５０４千円（H27 －千円） 

担当課・班  水産資源課 水産増殖班（059-224-2584） 

（ 備 考 ）        

 

事務事業名       首都圏等への県産水産物ＢtoＢ販売促進事業費（平成２８年度～） 

事業の概要       

 首都圏や海外のスーパーマーケット、百貨店等の小売店において、生産者
等と連携し、県産水産物の販売促進に係る取組や、流通事業者・小売事業者
・飲食店事業者等の関係者および消費者を対象に、生産者等と連携した県産
水産物の情報発信に係る取組を実施します。 

県 予 算 額       １０，９９２千円（H27年度2月補正） 

担当課・班 水産資源課 水産流通班（059-224-2515） 

（ 備 考 ）       負担区分：国10/10（地方創生加速化交付金） 

 

事務事業名       地域水産物・食文化と観光との連携事業費（平成２８年度～） 

事業の概要       

 伊勢志摩地域（鳥羽市、伊勢市、志摩市、南伊勢町等）における魅力的な
水産物・食文化等の地域資源を関連づけ、地域が一体となって情報発信でき
るよう「食と農の景勝地」の認定に必要な取組計画の作成および実行に係る
情報収集、調査、書類記載内容の提案を支援します。 

県 予 算 額       ５，０１８千円（H27年度2月補正） 

担当課・班 水産資源課 水産流通班（059-224-2515） 

（ 備 考 ）       負担区分：国10/10（地方創生加速化交付金） 
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17.水産経営課 

 
 

事 務 事 業 名 かがやく水産女性ネットワーク構築事業費（平成２８年度～） 

事 業 の 概 要 

水産業で活躍する女性によるパネルディスカッションや他県の先進地事
例の紹介などを行うシンポジウムを開催し、女性の意欲の向上や連携の強化
を進めます。特に、このシンポジウムには畜産分野の女性も参加することで、
畜産と水産の連携など他分野との連携の促進を図ります。 
また、水産業における女性の活動をPRする冊子を発行し、女性の活躍に光

をあてPRすることで、女性だけでなく、漁村地域の人々の意識改革を進めま
す。 
さらに、水産業で活躍する女性や縁の下で水産業を支えている女性がＳＮ

Ｓ等で情報交換や意見交換をして交流を深めたり、それぞれが抱える課題の
解決を互いに支援するネットワークを構築し、畜産と水産の連携や、もうか
る水産業をめざした加工や直売などの6次産業化の取組を促進していきま
す。 

県 予 算 額 １，０３６千円（H27年度2月補正） 

担当課・班 水産経営課 漁業経営班（059-224-2606） 

（ 備 考 ）  負担区分：国 10/10（地方創生加速化交付金） 

  

事 務 事 業 名 漁業の魅力を知るインターンシップ推進事業費（平成２８年度～） 

事 業 の 概 要 

県内の高校生又は大学等の学生に対し、県内漁業について就労体験機会を
提供し、就労体験を通じて、県内漁業の魅力を体験してもらいます。 
さらに、参加した若者には就労体験のレポートを作成してもらい、レポー

ト集として県内漁業の魅力のＰＲに活用します。 
県 予 算 額 １，７４６千円（H27年度2月補正） 

担当課・班 水産経営課 漁業経営班（059-224-2606） 

（ 備 考 ）  負担区分：国 10/10（地方創生加速化交付金） 

  

事 務 事 業 名 水福連携による担い手育成事業費（平成２８年度～） 

事 業 の 概 要 

（１）漁業の障がい者就労モデル委託事業 
福祉事業所等に試験的に行う漁業等のモデルケース実施を委託し、障が

い者就労の可能性や事業実現に必要な改良等を検証することで、福祉事業
所等が漁業参入するために必要となる知見等の集積を図ります。 
 

（２）漁業の障がい者就労推進事業 
漁協や漁業者等から福祉事業所等へ委託される新たな漁労関連作業の

創出や実績データの蓄積とともに、共同受注窓口等を仲介者とした斡旋体
制の整備に取り組みます。 
 

（３）水福連携強化推進事業 
障がい者の漁業就労環境を調えるため、水福連携の現地研修会や農林水

産分野における成果報告会の開催等により、福祉事業所職員等の漁業知識
の向上並びに漁協職員や市町職員等の意識啓発を図ります。 
また、関係部局で構成される三重県農林水福連携・障がい者雇用推進チ

ームに参画します。 
県 予 算 額 ２，９７７千円（H27年度2月補正） 

担当課・班 水産経営課 漁業経営班（059-224-2606） 

（ 備 考 ）  負担区分：国 10/10（地方創生加速化交付金） 
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18.水産基盤整備課 
事務事業名   県営漁港海岸保全事業費（平成２１年度～） 

事業の概要 

 南海トラフ地震等の大規模災害に備え、漁港海岸施設の機能強化（耐震対策）
を図るとともに、高潮・波浪・津波等による被害から県民の生命財産を守るため、
堤防・護岸等の漁港海岸保全施設の整備を行います。 
 
・事業内訳 

 大淀漁港海岸  堤防改修１式、調査設計１式 
 

助成対象等   県事業 

県 予 算 額 ２３１，６７３千円（H27 343,950千円） 
担当課・班  水産基盤整備課 漁港・海岸整備班（059-224-2598） 

（ 備 考 ） 
  概算事業費：２，３８８，０００千円 

  負担区分：県1/3・国2/3 

 

事務事業名   県営漁港施設機能強化事業費（平成２４年度～） 

事業の概要 

 地震・津波に対する漁港および背後集落の安全対策として、外郭施設、係留施
設、漁港施設用地等の漁港施設において、安全確保がなされていない施設の機能
強化を行います。 
 
・事業内訳 
 錦漁港  岸壁（耐震化） Ｌ＝２２５ｍ 
 

助成対象等 県事業 

県 予 算 額 ２６７，７５０千円（H27 408,500千円） 

担当課・班  水産基盤整備課 漁港・海岸整備班（059-224-2598） 

（ 備 考 ） 

概算事業費： ９５０，０００千円 

負担区分 ： 県1/2・国1/2 
 

事務事業名   三重の未来を紡ぎ繋げる漁業振興事業費（平成２４年度～） 

事業の概要 

 英虞湾は閉鎖性海域であり、陸域からの長期間の負荷流入により、海底に有機
物が堆積し、汚泥となって赤潮や貧酸素水塊が発生し、真珠養殖業や水産生物に
被害を及ぼすなど、環境悪化が問題となっています。このため、青ノリ、真珠等
の品質向上および海域環境の改善を図るため、英虞湾の堆積汚泥を浚渫により除
去します。 
・事業内訳 

 海底汚泥の浚渫（英虞湾・志摩市） 
 

助成対象等 県事業 

県 予 算 額 ３１５，０００千円（H27 210,000千円） 
担当課・班  水産基盤整備課 漁場・漁村整備班（059-224-2597） 

 
（ 備 考 ） 

  前年度実績：浚渫面積０．８ｈa 
概算事業費：２，７００，０００千円  負担区分：県1/2・国1/2  
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事務事業名   海女漁業等環境基盤整備事業費（平成２４年度～） 

事業の概要 

浅海域での多様な生物相とその再生産による自然浄化能力の再生により、海女

漁業等の漁業生産力ならびに水質浄化機能の回復や水産資源の生息場の環境改善

を図るため、藻場の造成を実施します。 
・事業内訳 

 藻場の造成および磯焼け対策等モニタリング 
（鳥羽磯部、甲賀、礫浦、古和浦、紀伊長島、尾鷲、熊野、紀南工区） 
 

助成対象等 県事業 

県 予 算 額 ４４８，９００千円（H27 570,642千円） 
担当課・班 水産基盤整備課 漁場・漁村整備班（059-224-2597） 

 
（ 備 考 ） 

前年度実績：藻場造成 ２．５ｈa 
 概算事業費：４，６６０，０００千円  負担区分：県1/2・国1/2  

 

事務事業名   伊勢湾アサリ復活プロジェクト推進事業費（平成２８年度～） 

事業の概要 

伊勢湾漁業の主要魚種であるアサリ資源が激減し長期間低迷しています。この

危機的状況にあるアサリ資源を復活させ、豊かな伊勢湾を取り戻していく必要が

あります。このため、伊勢湾のアサリ漁業者から構成する三重県アサリ協議会を

中心に、漁協や市町、県が協働連携して、アサリの復活に向けた取組をしていき

ます。アサリ復活プロジェクトとしては、アサリの浮遊幼生が大量に発生する母

貝場づくり、河口域に定着した稚貝の大量移植放流システムづくり、および河川

に堆積した土砂を活用した干潟や浅場の造成、などを相互関連させながら推進し

ていきます。 

・事業内訳 

① 干潟の造成（三重保全二期地区伊勢湾三期工区） 

 作澪（さくれい）１式（松阪海域）、干潟造成１式（四日市市海域） 

② アサリ稚貝の大量移殖から母貝までの移植育成管理方法の構築 

 宮川河口域で稚貝移殖育成管理のモデル構築のための調査を実施。 

 
助成対象等 県事業 

県 予 算 額 １４０，４９４千円（H27 －千円） 
担当課・班 水産基盤整備課 漁場・漁村整備班（059-224-2597） 

 
（ 備 考 ） 

 
負担区分：県1/2・国1/2（地方創生推進交付金）  
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〔企画総務担当〕 

農 林 水 産 総 務 課 

企画調整班        

  総務班 

  人材育成班         

農 林 水 産 財 務 課 

  経理班 

  予算班 

フ ー ド イ ノ ベ ー シ ョ ン 課 

イノベーション創出支援班 

県産品魅力アップ支援班 

 団  体  検  査  課 

  調整班 

  検査１班 

 検査２班 

人 権 ・ 危 機 管 理 監 

農林水産政策推進 監 

 

 

〔農産振興担当〕 

担 い 手 支 援 課 

農業活性化推進班 

経営体支援班 

  担い手育成班 

農協班 

         

     農業研究所 

畜産研究所 

中央農業改良普及センター 

農業大学校 

 

農 産 物 安 全 課 

  市場班        病害虫防除所 

  環境農業班      

  食の安全・安心班    

 

   

 

 

 

農 産 園 芸 課 

   農産振興班 

 園芸特産振興班 

 

畜    産    課              

  畜産振興班     北勢家畜保健衛生所  

  畜産流通班     中央家畜保健衛生所 

  家畜衛生班     南勢家畜保健衛生所 

            紀州家畜保健衛生所 

家 畜 防 疫 対 策 監 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔農業基盤整備・獣害担当〕 

 農 業 基 盤 整 備 課 

  農業基盤企画班 

  農地防災班 

国営調整水利班 

 農 山 漁 村 づ く り 課 

  農山漁村活性化班 

  農地水保全班 

農村環境づくり班 

 農  地  調  整  課 

  農地班 

  用地班 

 獣  害  対  策  課 

  被害対策班 

  捕獲管理班 

 

農林水産部の組織機構について 
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〔森林・林業担当〕 

 森  林 ・ 林  業  経  営  課 

  森林計画班            林業研究所   

  木材利用推進班 

  林業経営班 

  林業普及班 

 治  山  林  道  課 

  治山班 

  林道班 

  森林管理班 

み ど り 共 生 推 進 課 

  みどり推進班 

  野生生物班 

  自然公園班 

 

 

〔水産振興担当〕 

水  産  資  源  課 

 水産政策班      水産研究所 

水産増殖班 

水産流通班 

 漁業調整班 

 取締・漁船班 

水  産  経  営  課 

 漁協班 

 漁業経営班 

水 産 基 盤 整 備 課 

 漁港・海岸整備班 

 漁場・漁村整備班 

 水産基盤管理班 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                平成２８年度に講じようとする農林水産施策 
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